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業務概要 

1-1-1平成 31 年度（令和元年度）事業の概要  

平成 30 年度までに検討した、耕作放棄地活用のお試し居住（療養を兼ねた滞在型市民農園な

ど）、福祉園芸農園（園芸療法に資するもの）、優良田園住宅の整備促進などの取組み、現存環境を

生かした林間活用型健康・運動多目的活用・保全ゾーンの創出、健康増進・健康維持・予防・健診

から療養対応まで幅広い対策を図るため、健康・福祉・医食同源に関する医療関係まで含めた指

導・体感学習・リハビリなどの拠点となる施設ゾーンの形成、及びそれら機能を連動させることに

より、健康をキーワードとした農住・農福・食農・農観連携の展開を行っていく事業方針などの検

討内容、そのもとに作成された整備取組み案を踏まえ、今年度は事業実施に向けた具体的な検討と

して、民間主導型での整備・事業実施への協力者を明確化していくとともに、村計画として推進を

図るための土地利用調整・造成基本設計・事業化計画などを作成する。また、事業化計画は、事業

予定者や地権者を含む周辺住民、庁内の関係各課と調整を図りながら作成していく。 
 

1-1-2事業実施の目的、それにより期待される効果 

村民自らが中心となり健康・予防につとめ、賑わいのある地域社会と活力に満ちた産業（農業・

観光）の持続とともに地域の雇用をも生み出しながら、健康長寿・食農対策を強力に進め、耕作放

棄地の解消とともに「何が起きても負けない健康で農と住の調和ある安全で安心した暮らしのでき

る村」の実現を達成。 
 
 
1-1-3業務概要 

本業務の概要を以下に示す。 

表 1-1 業務概要 

1) 業 務 名 令和 2年度：農を活かした健康・福祉の里づくりに向けた推進事業 

「事業予定者・実施対象地・事業内容の確定、事業実施者と村とが共有を

図った事業実施に向けての造成・配置計画及び基本的な設計概要、事業計

画等の策定業務」 

2) 工 期 令和 2 年 6 月 2 日～令和 3 年 2 月 19 日 
3) 発 注 者 北中城村 
4) 受 注 者 株式会社オリエンタルコンサルタンツ沖縄支店 
5) 管理技術者 梶原 E

かじはら

AAE唯史 E

た だ し

 
6) 担当技術者 

AE山本 E

やまもと

AAE陽 E

よ う

A、AE高橋 E

たかはし

AAE元太 E

げ ん た

A、AE二宮 E

にのみや

AAE侑基 E

ゆ う き

A、AE谷 E

た に

AAE有美子 E

ゆ み こ

A、AE佐藤 E

さ と う

AAE貴 E

た か

AAE行 E

ゆ き

A、AE佐藤 E

さ と う

AAE祐司 E

ゆ う じ

A、AE根 E

ね

AAE原 E

ば ら

AA

E孝 E

こ う

AAE輔 E

す け

A、AE中村 E

なかむら

AAE慶之 E

け い の

AAE介 E

す け

A、AE川本 E

かわもと

AAE卓史 E

た か し

A、AE安藤 E

あんどう

AAE大輔 E

だいすけ

A、AE高橋 E

たかはし

AAE克 E

か つ

AAE典 E

の り

 
7) 照査技術者 

AE兒 E

こ

AAE玉 E

だ ま

AAE隆昌 E

たかまさ
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業務実施内容 

本業務における実施内容は、以下に示すとおりとする。 
 

(1)社会条件、上位計画、規制・誘導などの現状見直し・再整理を行うと共に、第一段階整備における事業

実施地内の活用区域を確定するための地形・植生などについての確認踏査を実施の上、それらを踏まえた

配置計画・造成計画などのベースとなる地形図の作成を図っていく 
昨年度検討した事業推進プラン、段階的整備案を実現していくにあたって踏まえるべき社会的条

件や、上位関連計画、事業化に向けた規制・誘導などの条件・留意点・課題などについて再度検討

を行い、新たな変化があった点については再整理を行う。 

なお、本年度、第四次総合計画、第二期まち・ひと・しごと創生総合戦略などが始動するため、

これら上位計画のなかでの本事業の位置づけについて再整理を実施する。 

 
(2)前年度までに検討・作成した基本計画・事業化への実施計画などを踏まえ、事業実施に向けた前提条

件及び整備に関する基本事項（整備方針、導入施設の概要、実施エリア、ゾーン配置、用地確保、事業実

施者の候補抽出、事業工程など）を再整理 
（＊この中で「農を活かした北中城活性化事業（水耕栽培、再生資源）」との連動・事業化につい

ても示していく） 
昨年度検討した基本計画・事業化実施計画を踏まえ、事業化への前提条件及び整備に関する基本

事項について再検証、再整理する。 
 

(3)特に事業実施の実現性が高い第一段階と第二段階及び第三段階における施設整備に関し、事業実施

予定者の選定又は既に取り組みを進めている事業者の明確化を行うとともに、施設計画・配置計画・造成

計画などについて、事業に取組む事業者予定・確定されている事業者と調整・協議を実施、村が目指す本

計画との整合を図る 
昨年度検討を図った参画可能な事業者の条件として、事業規模・実績、法人形態などを明確にす

る。医食同源に資する農家レストランや優良田園住宅などに係る事業者においては参画意向につい

てヒアリングを実施する。 
特に、第一段階整備事業者については確定する事業者の見通しをもって、委員会で検討を行い、

了承を得るものとする。委員会での結果を再生可能活用資源業務受託者と共有し、そこでも委員会

において検討を行い、事業者の承認を得て、確定させる。 
第二段階整備については導入機能、整備の方向性、事業者候補など、概略的な取りまとめを行

う。 
 

(4)(2)、(3)を踏まえて本事業に取り組む事業予定者・確定されている事業者と資金計画（導入補助・交付

金、自己資金・融資の考え方、収支・採算性など含め）に関する調整・検証を行い、事業計画の作成を行う 
（＊第一段階・第二段階の計画を対象とし、第三段階については確定されている事業者からの資

料提供で、それ以後の段階については概略的な整理とする） 
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昨年度の検討内容を踏まえ、農家レストランや滞在型市民農園などについて、活用可能な補助

金・融資の候補の具体化を行う。また、投資回収年数などによる採算性を検討し、資金計画を作成

する。 
 

(5)地権者調整（本事業への参画・協力について、土地の売却・借地、自己活用・組織化しての活用など利

用意向、事業ごとの活用地集約（交換分合など）調整など） 
昨年度実施した調査を踏まえ、第一段階、第二段階、第三段階、第四段階の整備に関係するエリ

ア内地権者に対し、本事業の取り組みに関する説明資料を作成の上、本事業への協力を呼びかける

とともに、土地確保に向けた推進を図る。 
 

(6)本事業に基づく地域再生計画（整備計画含む）の策定 
村で定めている総合計画（まち・ひと・しごと創生総合戦略）、都市マスタープラン、村国土強靭

化地域計画、農業振興地域整備計画と本事業との関連付けを行い、それに基づき地域再生計画とし

ての取りまとめを図り、地方創生事業として明確化する。 
なお、来年度での補助金の獲得に向け、バイオマス都市構想についても検討を行い、今年中に承

認されるよう推進する。 
 

(7)各施設における農振除外、農地転用、開発行為・都市計画（開発許可、建ぺい率・容積率など）、上下

水・電気などのインフラ関係、その他規制などに関する課題と対応対策について再検討を図り、取組み方針

を整理する 
昨年度までの作業を踏まえつつ、各施設における農振除外、農地転用、開発行為・都市計画（開

発許可、建ぺい率・容積率など）、その他規制などへの課題・対応策について再検討を行う。 
 

(8)本計画を地域再生計画として位置づけを図り、策定 
これまでの検討結果を踏まえ、内閣府に提出する地域再生計画の策定に向けた取りまとめを行

う。 
 

(9)委員会の設置（平成 31 年度業務の委員会委員構成の見直しを図って対応：3 回程度） 
昨年度業務で対応を図った業務推進検討委員会について委員構成などの見直しを行い、今年度実

施する内容について助言・指導・検証を行う。開催に際しては資料作成、委員会運営（事務局代

行）、結果の取りまとめを行う。 
なお、事務局は村担当部署とするが、委託業務では委員会の開催に関する費用対応とともに、運

営のために必要な資料・検証データの作成・整理、委員会説明などの支援を行っていく。 
委員会は 3 回程度実施する。 
主な委員構成としては、昨年度からの継続として、行政、JA、金融・リース企業、医療・福祉関

係、教育機関（私立小学校）、対象地域の自治会役員、農業委員会代表、琉球大学（観光・福祉医

療・農業関連）に、有力な事業予定者を加えたものとする。 
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(10)事業予定者との意見交換の実施 
選定した事業予定候補者及びすでに確定している事業者と本事業に関して昨年度までに作成した

報告書を踏まえ、計画の整合性を図るための意見交換を村担当部署とともに実施する。 
受託者は、そのための資料及び議事録の作成などを行うとともに、委員会資料、報告書への反映

なども図っていく。 
なお、会議の構成は、村、リース企業、JA、事業参画予定企業などとし、3 回程度開催してい

く。 
 

(11)自治会役員との意見交換（荻道地区と大城地区の 2 地区で開催） 
 

(12)地区住民への説明会開催（荻道地区と大城地区の 2 地区で開催） 
前年度に引続き、取組みを予定する荻道地区と大城地区の自治会役員との意見交換（3 回程度）

を行い、合意形成を図る。その上で、整備計画などの試案を踏まえ、事業の実現に向けた意見（課

題含め）や要望等を聞き取る予定 2 地区への住民説明会（1～2 回程度）を開催していく。 
 

(13)県中城址公園（集客及び施設利用向上）・中城村（中城ダムの環境保全と活用について）との連携に

ついて意見交換の実施と取組み検討 
本計画をより効果の高い事業とするため、パークゴルフ場の検討も含め、県中城公園（集客及び

施設利用向上）、中城村（中城ダムの環境保全と活用について）との連携についての意見交換（もし

くはヒアリング）を行い、連携のあり方などについて検討を図る。 
 

(14)役場庁内及び関係機関との調整と意見等の反映 
本業務における委員会開催前に、庁内の関係課との調整を図り、本計画の実現度を高めていく。

関係課としては、農林水産課、健康保健課、福祉課、住民生活課、企画振興課、建設課、生涯学習

課を候補とする。 
また、県の関係部署（特に農政経済課、都市モノレール課、企画調整課）に対しても適時（第 2

回目・3 回目の委員会実施前後を想定）、実現可能な事業とするために、村担当部署と共に受託者も

同席し、調整（相談、助言など）を図っていく。 
 

(15)整備イメージパースの作成（鳥瞰パース A3 版：1 枚） 
前項までの検討した土地利用調整・基本設計・事業化計画、自治会・住民説明会・委員会などに

おける各意見、並びに事業予定者が提案する実施計画や基本設計などを踏まえ、イメージパースを

作成する。 

 
(16)報告書としての取りまとめ 
実施した(1)～(15)までの結果を報告書として取りまとめる。 
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第2章 社会条件、上位計画、規制・誘導などの現状見直

し・再整理および第一段階整備区域の地形・植生調査・

地形図の作成 
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上位計画、規制・誘導等の整理 
2-1-1食料・農業・農村基本計画（令和 2 年 3 月版） 

食料・農業・農村基本計画における農村の振興に関する施策の中で、本事業に関連する施策につ

いて以下に整理する。 
 

施策 施策の内容 

（1）地域資源を活用

した所得と雇用

機会の確保 

農村発イノベーシ

ョンをはじめとし

た地域資源の高付

加価値化の推進 

○地域の農業者が農産物の加工、直売や観光農園、

農家レストランの経営等の新規事業を立ち上げ、

新たな付加価値を生み出す６次産業化を推進す

る。 
農福連携の推進 ○障がい者の農業分野での活躍を通じて、農業経営

の発展とともに、障害者の自信や生きがいを創出

し、社会参画を実現する農福連携の一層の推進を

図るため、農福連携のメリットの発信等を通じた

認知度の向上、働きやすい環境の整備や専門人材

の育成等を通じた取組の促進、各界の関係者が参

加するコンソーシアムの設置と優良事例の普及等

を通じた取組の輪の拡大を推進する。 
バイオマス・再生

可能エネルギーの

導入、地域内活用 

○農村の所得の向上・地域内の循環を図るため、地

域資源を活用したバイオマス発電等の再生可能エ

ネルギーの導入を促進する。また、農村を含めた

地域における災害時のエネルギーの安定供給を図

るため、大規模電力のみに依存しない、地域の再

生可能エネルギーを用いた分散型エネルギーシス

テム構築に向けた技術開発、普及を行う。 
○食品廃棄物等のバイオマスについて、発電に加

え、エネルギー効率の高い熱利用や、発酵過程で

発生する消化液等の利用を促進するほか、新たな

バイオマス製品の製造・販売の事業化に向けた技

術開発や普及等の推進を検討する。 
（2）中山間地域等を

はじめとする農

村に人が住み続

けるための条件

整備 

「小さな拠点」の

形成の推進 
○生活サービス機能等を基幹集落へ集約した「小さ

な拠点」の更なる形成拡大と質的向上を図るた

め、農産物販売施設、廃校施設など、特定の機能

の発揮を想定して設置された施設について、地域

づくり、農業振興、観光、文化、福祉、防犯等の

面から多機能化し、地域活性化の拠点等として活

用していくための支援の在り方を示す。 
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2-1-2北中城村第四次総合計画（後期基本計画） 

令和 2 年度（2020 年度）を始期とする後期基本計画において、本事業に関連する施策について以

下に整理する。 
 

施策 施策の内容 

5-2.農業の振興 戦略的農業の推進 ○消費ニーズの高い安心・安全な農産物を供給するた

めの有用微生物群の活用等による化学合成農薬の使

用を低減した農業を推進し、北中城村産品アンテナ

ショップでの流通促進、地産地消を図る。 
○起業家等による新たな農産物加工品等の開発および

販売普及の支援を図る。 
○医食同源の考えを踏まえ、学習や体験等と一体とな

った多様な交流型農業の展開とともに、農を活かし

た健康・福祉の里づくりを促進する。 
○バイオガス発電を活用し、エネルギー（電気、熱）

を利用した水耕栽培や食品加工等の施設を整備する

とともに、そこで発生する消化液や固形物の液肥・

堆肥化から圃場の土づくりを進め、営農環境の向

上、６次産業化への展開に取り組む。 
農業経営の安定化 ○観光産業や学校給食等と連携し、地域食材の供給拡

大を図る。 
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2-1-3第 2 期北中城村まち・ひと・しごと創生総合戦略 

 第 2 期北中城村まち・ひと・しごと創生総合戦略において、本事業に関連する施策について以下

に整理する。  
施策 施策の内容 

（1）地域保健の充実

と健康増進 
地域での健康づく

りの推進 
○北中城村健康長寿のまちづくり計画に基づき、北

中城村健康サポートチームを中心に、村民が健や

かに生活することのできる健康長寿のまちづくり

を推進する。 
〇各世代に応じた健康相談等の取り組みを行うほ

か、各種団体や民間企業との連携を図り、健康づ

くり事業を推進。 
〇健康診査やがん検診の受診率向上、生活習慣病の

発症・重症化予防を図ります 
次世代の健康づく

りの推進 
○学校給食と連携し、児童生徒への食育と、地産地

消などと連携した取り組みを推進。 
高齢者の健康づく

りの推進 
〇いつまでも要介護状態にならないようにするた

め、早期からの介護予防の意識啓発や健康づくり

事業の充実など、総合的な高齢者の健康づくりを

推進。 
〇生きがいづくりの要素も加えた機能訓練などの支

援を図るとともに、高齢者の知識や経験を活かし

た社会参加を促進。 
（2）健康づくりと

他分野連携 
ヘルスツーリズム

による産業振興 
〇行政、観光協会、商工会、農水産業者など事業者

と連携し、特産品づくり（健康ブランド）をとお

して、村民の健康づくりの支援に努めます。 
（3）観光・商工業

の振興 
北中城村の強みを

活かした観光資源

開発 

〇女性の長寿日本一など、健康を核とした観光資源

の開発を図る。 

地域ブランドの形

成 
〇健康長寿をテーマとした取り組みや地域ブランド

の形成を推進 
（4）農業の振興 戦略的農業の推進 〇医食同源の考えを踏まえ、学習や体験等と一体と

なった多様な交流型農業の展開とともに、農を活

かした健康・福祉の里づくりを促進。 
〇バイオガス発電を活用し、エネルギー（電気、

熱）を利用した水耕栽培や食品加工等の施設を整

備するとともに、そこで発生する消化液や固形物

の液肥・堆肥化から圃場の土づくりを進め、営農

環境の向上、６次産業化への展開に取り組む。 
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2-1-4北中城村国土強靭化計画（令和 2 年 3 月策定） 

北中城村国土強靱化地域計画は、「北中城村地域防災計画」及び「北中城村第四次総合計画<後期

基本計画>」との整合を図り、いかなる災害等が発生しようとも、「強さ」と「しなやかさ」を持っ

た安全・安心な地域の強靱化を推進する計画として策定されている。 
本事業に関連する施策について以下に整理する。 
 

事前に備えるべき目標 施策 

２．大規模自然災害発生直後から救助・救急、医

療活動等が迅速に行われる(それがなされない

場合の必要な対応を含む) 

○コンテナ式水耕施設及び園芸施設より食

料、飲料水の供給が図れるように整備を

進める。 
４．大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情

報通信機能は確保する 
○バイオガス・マス発電により医療施設や

避難施設への電気・熱エネルギーの供給

が可能となる整備を進める。 
 
2-1-5北中城村地域再生計画（令和 2 年 7 月認定） 

本事業に関連する施策について以下のように位置づけられている。 
 

施策 施策の内容 

５．地域再生を

図るために

行う事業 

オ 地域の魅力を活か

したにぎわいある

“産業づくり”事業 
 

○農水産業の振興をはかるとともに、世界遺産中城

城跡をはじめとした歴史文化資源を活かした観光

を進める。また、農商工・観光の連携による六次

産業の多角的な展開によって、地域の魅力を活か

したにぎわいのある“産業づくり”をめざす。 
【具体的な施策】 
 農を活かした北中城活性化事業 
 農を活かした健康・福祉の里づくりに向けた推

進事業 
 観光誘客プロモーション事業等 
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2-1-6北中城村都市計画マスタープラン（令和元年 9 月策定） 
北中城村都市計画マスタープランの地域別構想では、本事業区域は南部地域に位置しており、「歴

史・緑を活かした拠点づくり」の中で、農を活かした地域活⼒の創出を図る地区として、以下のよ

うな取組方針が定められている。 
 

【農を活かした地域活力の創出】 

 本村の基幹産業である農業を最⼤限活かすため、本地域において、耕作放棄地の解消に向け、

地域活⼒の創出に資する拠点の整備について検討を図り、実現に向けて推進します。 
 整備にあたっては、必要に応じて⼟地利⽤規制の緩和・除外の検討を⾏い、関係機関と密に協

議しながら関連諸法令の活⽤を検討します。 
 

 
図 2-1 南部地域の整備方針図 

出典：北中城村都市計画マスタープラン 
 
 

2-1-7北中城村農業振興地域整備計画（平成 31 年 2 月策定） 

平成 31 年 2 月には、農業振興地域整備計画の見直し計画が策定されている。 
本計画では、農業近代化施設の整備の方向として、「近代化施設の整備を積極的に推進し、更には

水耕栽培施設整備に取り組むなど農業経営の近代化の促進に努める。」としている。 
また、農業を担うべき者の育成・施設確保の方向として、「魅力ある農業構造の確立を目指し、担

い手となる経営体の育成や新規農家が参入できる環境づくりに努める。」とされている。 
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2-1-8第 4 次北中城村国土利用計画 

 第 4 次北中城村国土利用計画における村土利用の基本方針として、自然条件、社会経済条件、歴

史文化条件等、村土に係る諸条件を踏まえつつ、土地利用の適正化を図り、村土の保全に努める。

また、持続可能で魅力ある村土づくりや地域づくりを進めるため、社会資本整備や土地利用におい

て、自然環境の有する多様な機能を活用したグリーンインフラの取組を検討する。 
 地域類型別では、活用検討地域である荻道・大城地区において村の活性化や魅力向上に寄与する

土地利用を検討する。同地区を含む南部地域においては既存農地の積極的な活用による保全を図る

とともに、普天間川湖畔については安全な治水対策と併せて親水空間を形成する。農地については

生産用地及び地域の交流資源として活用するとともに、農を活かした多面的な利活用を図る。ま

た、農作物の販売目的の耕地のほか、住民の健康づくりや観光的要素を取り入れた新たな交流空間

の整備等、地域活力の創出に資する拠点整備について検討し、その実現に努める。 
 
2-1-9東海岸サンライズベルト構想（仮称）（素案） 

 東海岸サンライズベルト構想（仮称）では、中南部都市圏域の東海岸地域において、地域資源を

活かしつつ、新たな交流拠点の形成や最先端技術の導入等により、産業が興り、生産・創造活動が

活性化することで、持続可能な経済の背骨を形成することをコンセプトとしている。 
 

施策展開の基本方向 内容 

（1）臨空・臨港型産

業の拠点形成 
持続的な社会の構

築に寄与する活動

の推進 

健康医療・バイオ等分野に加え、再生可能・環境配

慮型エネルギーの研究開発や活用推進などを推進す

ることで、SDGs の理念である持続的な社会の構築

に寄与する。 
（2）大型 MICE 施設

等を核とした東

海岸地域の活性

化 

多様な旅行者需要

に対応した観光振

興の展開 

中城城跡等の歴史文化資源のスピリチュアルな空間

を活かし、オーバーツーリズムの抑制により静かで

神聖なたたずまいを保全しつつ、持続可能な観光施

策の展開を検討。 
（3）良好な居住環境

とともに、歴史

資源・自然資源

と産業振興・観

光振興が調和す

る土地利用の展

開 

広域的かつ計画的

な土地利用の展開 
農林水産業の振興においては、6 次産業化の推進や

他産業との連携による域内経済循環の拡大に取り組

むことが重要である。都市計画法及び農振法等、各

計画の調和により、計画的に産業用地を確保するこ

とが必要である。 
良好な居住環境の

整備 
豊かな自然環境と近接するゆとりある地域特性を活

かし、良好な居住地の形成を図る。また、超高齢化

社会や将来の人口減少に対応した持続可能なまちづ

くりを推進する。 
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人口の状況 

 北中城村における人口の状況を下記に示す。北中城村における人口の状況は、平成 25 年度～令

和 2 年度にかけて、総人口・世帯数共に微増傾向にある。 
 

表 2-1 北中城村の人口推移の状況（平成 25 年度～令和 2 年度） 

 

 
図 2-2 北中城村の人口推移の状況（平成 25 年～令和 2 年） 

  

男 女 合計 世帯数
H25年度 8018 8649 16667 6447
H26年度 8140 8787 16927 6570
H27年度 8156 8733 16889 6543
H28年度 8131 8665 16796 6700
H29年度 8287 8821 17108 6950
H30年度 8392 8943 17335 7119
H31年度 8434 9076 17510 7275
R2年度 8567 9246 17813 7527
※各年度12月の人口（外国人含む）
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規制・誘導などの再整理 

2-3-1土地利用上の法規制 

本事業の候補地に関する土地利用の法規制の状況をみると、都市計画法上の市街化調整区域に位

置し、さらに農業振興地域の農用地の指定を受けている土地が多く含まれている。 
 

 
※図中の範囲は全て農業振興地域 

図 2-3 候補地周辺の農用地指定状況 

 

図 2-4 候補地周辺の市街化調整区域への指定状況 
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第一段階整備区域の現況調査 
2-4-1現況調査の概要 

現況調査の概要を下記に示す。 
 

表 2-2 第一段階整備区域現況調査概要 
実施日 2020 年 10 月 7 日 
調査目的 本事業の実施に向けて詳細な配置計画を検討するために、最も早期に整備に取り組

む第一段階整備対象区域（三育小学校所有地、及びその周辺）の地形調査及び植生

調査を実施し、土地の現況を把握する。 
実施内容  地形調査 

図面をもとに法面や崖面等の状況を確認のうえ、高低差・角度・概略寸法を測

定し図面に記載、概略現況図を作成。 
 植生調査 

図面を基に植生・景観を目視で確認し、植生・景観的特性の把握、植生除去計

画検討を実施。 
 

 

図 2-5 調査対象地域 

  
図 2-6 調査対象地の現況 
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2-4-2事前準備 

本調査を実施する際、下記に示す事前準備を実施した。 
 
 調査対象地域を保有する沖縄県三育小学校様に対し、下記事項について許可を頂いた。 

① 所有地内への立ち入り、調査の実施 
② 雑草等現地の植生の刈り取り 

 
2-4-3地形調査 

(1)地形調査方法 
地形調査の方法を下記に示す。 
① 県より受領した対象地図面をもとに現地にて法面・崖面の状況を目視で確認する。 
② 図面に法肩・法尻（がけ面の上下端位置）等を記載するとともに、概略寸法をメジャーなどで

補足測定を行う。 
③ 法面・がけ面の高低差をスタッフやポールなどで測定する。 
④ 水平器などで法面・がけ面の角度を概略測定する 
⑤ 上記の作業結果をふまえて概略現況図を作成する。 

 
(2)地形調査結果 

地形調査結果を下記に示す。 
 調査の結果、整備における主な課題として下記が挙げられる。 

① 整備対象地の一部が急傾斜の崖面であり土質がもろく、がけ面対策が必要である。 
② 側溝に雨水利用の既設管があることから、この管の利用者との調整が必要であると想定

される。 
③ 天然記念樹であるクワノハエノキの取り扱いに注意が必要。後述するが、施工時は一時的

に別箇所に移動して保全することを検討。 
 また、調査の結果、県より受領した現地図面と現況に相違点が見られたため、下記図の青線

の通り図面を修正した。修正した図面を基に造成計画、配置計画を作成する。 
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図 2-7 地形調査結果まとめ 

 

課題① 

課題② 課題③ 
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2-4-4植生調査 

(1)植生調査方法 
植生調査の方法を下記に示す。 
① 図面を基に現地にて植生・景観の状況を目視で確認する。必要に応じて現地の植生を刈り取

る。 
② 必要に応じて植生・景観を写真撮影する。 
③ 上記の調査結果を踏まえて土地の植生・景観的特性の把握、植生除去計画検討を実施する。 

 
(2)植生調査結果 
植生調査結果を下記に示す。 
 
① 現存植生 
 対象地の植生は沖縄島の中南部の石灰岩地帯の一般的な二次林の構成であり、自然性は高く

ない。 
 高木樹林帯の樹高は 10ｍ程度で樹齢 15 年から 30 年の樹林帯と想定。 
 植生全体としては、アカギ群落が東部と西部に広く分布し、東部にギンネム群落、ほぼ中央に

パラグラス草地、南東部にナピアグラス群落、中央から南部に耕作地・放棄耕作地が分布。 
 

 
図 2-8 現存植生図 
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② 樹木位置図 
 対象地においてシンボルとなり得る樹種の分布を下記に示す。 
 下記に示す樹種の中には絶滅危惧Ⅱ類種や準絶滅危惧種が含まれている。 
 今後下記に示すシンボル種の取り扱いに十分配慮し詳細配置計画を検討し、整備を実施する。 

 

 

図 2-9 シンボルとなり得る樹木の位置図 
  

―凡例― 
●ヤエヤマネコノチチ 
●リュウキュウコクタン 
●クワノハエノキ 
●イスノキ 
●アカギ 
●オオハギ 
●ハゼノキ 
●フカノキ 
●シマグワ（ヤマグワ） 



20 
 

③ 重要種及び特定外来生物 
 調査の結果、53 科 92 属 106 種の維管束植物が確認された。主に沖縄島中南部の石灰岩地の

低地林と草地環境に生育する種である。 
 106 種中、絶滅危惧Ⅱ類種であるヤエヤマネコノチチ、準絶滅危惧種であるリュウキュウコク

タン、我が国の生態系に害を及ぼす恐れのある外来種であるツルヒヨドリが確認された。 
 今後、詳細な配置計画を検討する際は今回の調査で確認された重要種の取り扱いに十分注意

し、整備を実施する。 

 

図 2-11 重要種の確認位置図 

絶滅危惧種Ⅱ類 
ヤエヤマネコノチチ 

準絶滅危惧種 
リュウキュウコクタン 

特定外来生物 
ツルヒヨドリ 

図 2-10 重要種（左からヤエヤマネコノチチ、ツルヒヨドリ、リュウキュウコクタン） 
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(3)植生対策案 
植生調査結果に基づく植生対策案を下記に示す。 
 天然記念樹、絶滅危惧種は、一時的に（株）EM 研究機構の所有地に移植することで保全する。 
 特定外来生物は、除去の際に拡散することのないよう十分注意し、対策を実施する。 
 その他、（株）EM 研究機構の所有する設備（焼却施設、植物リサイクル工場等）、北中城村植

物資源化ヤード（（株）EM 研究機構指定管理）を適宜利用するとともに、県の定める条例等

に則った適切な植生対策を実施する。 
 
■特定外来生物ツユヒヨドリの除去方法 
① 除去 

 除去作業による種の拡散を防ぐため、花をつける前の季節（11 月まで）に実施。 
 丁寧に株全体を引き抜く。取り残した根や茎から再生した株も定期的に抜き取る。 

 
図 2-12 ツユヒヨドリの防除方法 

（出典：沖縄県外来種対策行動計画に基づくツユヒヨドリ防除計画） 
 
② 処分 

 落下や種子の拡散を防ぐため、二重のビニール袋に入れるなどの逸出防止措置をとり、

運搬し焼却処分する。 
 
2-4-5動物調査 

 第一段階整備区域における動物調査について以下に示す。 
 対象地における生物については、草地性、森林性の陸生貝類、両生類のシリケンイモリ（準

絶滅危惧種）、爬虫類のクロイワトカゲモドキ（天然記念物）などが生息している可能性が

ある。今後、動物調査を実施し、現況を把握するとともに、適切な対応策を検討する。 

 
図 2-13（左から）シリケンイモリ（準絶滅危惧種）、クロイワトカゲモドキ（天然記念物） 

出典：おきなわカエル商会 
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第3章 事業実施に向けた前提条件及び整備に関する基本

事項の整理 
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事業の方針および整備方針 
3-1-1事業の背景 

 自然豊かな本村では農業が村の基幹産業の一つである一方、近年は農業の担い手不足や耕作

放棄地の増加等が問題となっている 
 こうしたなか、村の活性化の方針として、 

 『長寿の村』という特徴を活かした地域ブランドを形成 
 『農・食・福・健・観』連携による健康長寿の 6 次産業化とブランド形成 

により、生きがい・雇用の創出、長寿の秘訣である「食」「農」を活用した観光の推進など

の取組を進めている。 
 
3-1-2事業の基本方針 

基本方針：持続可能な北中城みらいづくり～Startfrom2021～ 
 村民自らが中心となり、賑わいのある地域社会と活力に満ちた産業（農業・観光）を持続 
 地域の雇用を生み出しながら、人・もの（食・農・エネルギー）の地産地消を強力に進め、“何

が起きても負けない農と住の調和ある安全で安心した暮らしのできる村”を実現する。 
 各取組と SDGs ゴールとの関係性を整理し、輝ける北中城の未来を支えるエネルギーインフ

ラを村全体でつくる。 
 
3-1-3事業テーマ 

 事業テーマは「農を中心とした「住・福・食・観」連携による健康・福祉の里づくり」とし

て、農家レストラン、農産物直売所、医療・福祉施設、滞在型市民農園、バイオガス発電施

設、優良田園住宅などを展開する。 
 各施設が連携して「農を活かした健康・福祉」の里を展開し、持続可能な北中城の未来へと

つながる取組を行う。 

 

図 3-1 事業テーマ 
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表 3-1 テーマの展開及び施設内容 
テーマ テーマの展開 施設内容 

農×住 
農を中心とし、人と人
との交流をもち、村に
住む 

滞在型市民農園/学童農園/畑付き優良田園住宅 
 農園での食育や再生可能エネルギー施設を活用した環

境教育など、次世代を担う人材を育成する先進的な教育
を実施 

 農園には指導者を配置し、人々が農を通じて交流する
場、やりがいを持って働ける雇用の場を創出、心身とも
に健康を増進することを目指す 

農×福 農と資源を活かした 
心身の健康増進 

リハビリ農園/高齢者生きがい農園/障碍者支援農園 
医療・福祉・健康増進施設 
 医食同源の核となる医療・福祉施設の整備を実施、農を

通して、心身ともに健康長寿の村としてのブランド形成
に寄与 

農×食 
村の農産物やエネルギ
ーの地産地消/6 次産業
化商品生産 

農産物レストラン/農産物直売所/再生可能エネルギー施設 
植物工場/園芸ハウス/コンテナ式水耕栽培施設 
 地産地消の農産物販売、エネルギーの創出により、自立

した村づくりを目指す 
 6 次産業化商品の生産・販売を通して村の魅力向上、経

済循環を創出 

農×観 
村内外に北中城の魅力
を伝える観光・体験型
の場 

体験型観光農園/滞在型農園リゾート体験施設 
グリーンツーリズム関連施設 
 村の基幹産業である農業や観光施設を活用して村内外

の人々に北中城の魅力を PR し、経済循環、観光客誘致、
移住の促進を目指す 
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エネルギーを利用した持続可能な新しい“農”の形                            村内外の人々に農・食を活かして村の魅力を伝える 
 

人々の心身の健康づくりを推進する 
 

図 3-2 北中城みらいづくり基本方針イメージ図 
 

医療・福祉施設 

体験・学童農園 

園芸ハウス 

農家レストラン 

農産物直売所 等 
優良田園住宅 

滞在型市民農園 

村の資源を使い観光客を呼ぶと同

時に村民の健康促進につなげる 

滞在型・体験農業体験で 
北中城の魅力を村内外に PR 

グランピング 

医食同源の整備で 

心身ともに健康増進 

地産地消の“食”による

アプローチで村の魅力を

伝える 

北中城の自然と共に農

に触れる暮らしの実現 

農業体験を通した 
交流・環境教育の推進 
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段階的整備方針 
3-2-1段階的整備の前提条件 

 以下に示す前提条件のもと、整備方針を検討する。 
 土地利用上の法規制、事業主体により事業参画への取組み時期が異なることから、段階的整備

方針を検討。 
 三育小学校所有地の多くが農振白地であり法的制約は厳しくない。三育小学校様からは事業

にご好意を頂いており、この区域での事業に早期着手することを想定し、段階的な整備方針を

検討。 

 
図 3-3 候補地周辺の農用地指定状況 
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3-2-2平成 31 年度計画における方針 

昨年度における段階的整備方針の考え方について以下に示す。 
 土地利用上の法規制や事業主体により事業参画への取組時期も異なることが想定されること

から、段階的整備の方針づくりを検討。 

 地権者の意向や法的制約、敷地面積などから、候補地の西側から整備を進める。 

 バイオガス発電事業は事業進捗が早いことから第一段階整備地区に位置づける。 

 
図 3-4 昨年度における段階的整備の考え方 

第３段階整備地区 

１ 

２ 

３ 

地権者の意向を踏まえ、

農地集約を図る。 

第一～第四段階の状況を

踏まえて検討する地域。 

農家レストラン、農産物直売所 
体験・観光型オーナー制農園 

 

バイオガス発電施設、体験農園 
コンテナ式水耕栽培施設 

園芸ハウス 

第２段階整備地区 

第１段階整備地区 

緩衝地帯 

自然環境保全地
 

４ 
医療・福祉施設 

滞在型市民農園 
優良田園住宅等 
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図 3-5 昨年度における施設の配置計画 

 
3-2-3交換分合などを踏まえた土地利用方針 

 売却・貸付意向のある地権者の土地は、配置計画を踏まえて順次検討・対応を進めていく。 
 自己活用意向のある地権者の土地は、将来的に交換分合などの対応を行うことを検討する。 

 
図 3-6 土地の交換分合の考え方 

自己活用の農地と

して集約 
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3-2-4今年度における段階的整備方針の見直し 

昨年度検討した段階的整備方針について、地権者の土地利用活用意向、取組方針、導入機能の

役割・機能とニーズ、事業化への目途などを踏まえ、再検証を行い、段階的整備の在り方につい

ても見直しを行った。 

 
図 3-7 今年度における段階的整備の考え方 
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各段階の整備内容 
3-3-1第一段階整備 

第一段階整備の整備内容を下記に示す。 
 植物工場、園芸ハウス、農園や再生可能エネルギー施設の整備をパッケージで実施する。 
 発電した電力・熱エネルギーは、植物工場・園芸ハウスでの農産物生産および災害時などに

おける非常時電源・熱源として活用する。 
 整備実施事業者は、北中城村内に本社を置く株式会社 EM 研究機構となる。事業者選定過程

については後述する。 

 
図 3-9 第一段階整備区域 

 
表 3-2 第一段階整備事業者概要 

整備実施事業者 株式会社 EM 研究機構 
会社概要 微生物応用技術の研究開発をはじめ、一般産業廃棄物の再生処理用の微生物の

培養・販売、微生物処理による消臭及び汚水浄化処理に関する業務、微生物処

理による大気汚染・水質汚濁などの環境問題対策に関するコンサルタントな

ど、多岐にわたる業務を実施。そのほか、農産物の生産・販売、ホテルや飲食

店経営など幅広い実績、知見を保有。 
本社所在地 〒901-2311 

沖縄県中頭郡北中城村字喜舎場 1478 
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■導入施設及び役割・機能の整備 
第一段階への導入施設及びその役割、機能、現時点での概算費用を以下に示す。 

表 3-3 第一段階導入施設の役割・機能・面積・概算費用など 
施設名 

（設備名） 役割・機能 確保敷地面積 費用 
（千円） 

バイオガス発電
施設 

 コンテナ式水耕施設、施設園芸ハ
ウス、作業管理等への電力供給を
担うとともに、将来的には、医
療・福祉施設に非常時電源供給を
行う。 

受け入れる食物残渣：2.0ｔ/日（清掃
組合ゴミ処理施設（青葉園）との協議
によりイオンモール、給食センター、
若松病院、ＥＭホテル、三育小学校、
水耕栽培残渣、将来的に農家食堂・直
売所などを含めていく） 

397m2 
（資材倉庫等含） 

220,000 

コンテナ式水耕
栽培施設 

 しおさい市場の付帯施設として位
置づけ、しおさい市場と連動さ
せ、市場で取り扱う出荷農産物の
栽培施設として活用する。 

新規１基：４０ft３連棟コンテナ及び
そのコンテナ内に播種・育苗用設備を
付帯したコタイプを導入 

181m2 40,000 

作業管理等及び
倉庫 

 コンテナ式水耕施設、施設園芸ハ
ウスでの収穫物の出荷作業の他、
資材保管等の役割を担う 

トイレ、浄化槽設備、資材庫、作業室
等のプレハブ 

66m2 15,000 

造成区画整理工
事 

 確保敷地：940 坪（約 3,110 ㎡
「640 坪（約 2,121 ㎡）＋300 坪
（約 993 ㎡）」） 

 整地等費用（粗造成（法面形成
含）伐開・伐根、通路整備等）：
約 1,950 万円 

＊三育小学校へのアクセス用歩道の整
備も含む 

3,107m2 
（約 3,110 ㎡「640 坪

（約 2,121 ㎡）＋300
坪（約 993 ㎡）」） 

整地等費用（粗造成

（法面形成含）伐開・

伐根、通路整備等）：約

1,950 万円＊三育小学校

への侵入歩道の整備も

含む 

14,000 

園芸ハウス  しおさい市場の付帯施設として位
置づけ、しおさい市場と連動さ
せ、市場で取り扱う出荷農産物の
栽培施設として活用する。 

バナナ栽培・パッション栽培用ハウス 

760m2 
養液注入型栽培ハウス

（空調設備付）：264m2 
バナナ栽培・パッショ

ン栽培：496m2 

11,000 

圃場・体験農園 学校との連携型（体験農園）：3 面、
一般者（3 坪オーナー農園）：30 面、
病院との連携型（福祉農園）：3 面） 

496m2 
（学童用（10 坪×3
面）、一般用（3 坪×30
面）、福祉用（8 坪×3
面）、資材倉庫等：6
坪） 

9,500 

駐車場など共有
エリア整備 

当区域内の各施設の業務を行う職員用
駐車場及び施設利用者用の駐車場 

215m2 5,500 

総事業費 ― ― 315,000 
  



33 
 

3-3-2第二段階整備 

第二段階整備内容を下記に示す。 
 体験・観光型農園、農産物直売所・農家レストラン、四季のお花畑の整備を実施する。 
 県営中城公園に隣接する土地で整備を実施し、農産物直売所・農家レストランへのより多く

の集客を図る。 
 昨年度検討していたエリア・施設を 2-1 区とし、観光型農園の圃場を新たに 2-2 区として加

え、事業規模を拡大。 
 第一段階で生産した農産物を活用した事業内容であるため、第二段階整備の事業者は第一段

階と同一とすることを想定する。 

 
図 3-11 第二段階整備区域 

  

2－2 区 

2－1 区 

図 3-10（左から）農産物直売所・農家レストラン・農園のイメージ 
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(1)取組み時期と整備対象用地 
 第二段階での整備・事業への取り掛かりについては、第一段階の事業実施 2 年以内を目処として

進めていく。 
 第二段階の活用地は、第一段階として取組んだ区域への侵入路と村道及び県営中城公園メイン

入り口の交差する付近の３筆（農振農用地）で、約 1,088 坪（3,670 ㎡：１筆・地権者１名）と

約 1,302 坪（4,310 ㎡：２筆・地権者１名）を「2-1 段階整備」として、その北側、三育小学校

地の南側の約 1,470 坪（4,865 ㎡：地権者３名（内１名は三育小学校））を「2-2 段階整備」とし

て、それらを事業賃借（25 年程度・買取特約付け）で担保し、展開を図っていくものとする。 
 ただし、現状が市街化調整区域、農振農用地（登記地目：宅地（一部畑）、内一部は農振白地）

であるため、農業的な土地利用を図ると共に、農業生産法人での取組みを考えていく。 
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(2)第二段階整備区域における主な取組み内容 
第二段階整備区域での主な取組み内容について、「2-1 段階整備」と「2-2 段階整備」の地区に区

分して、想定する導入施設・機能、面積、概算費用等を以下に整理する。 
なお、確保敷地規模及び概算の施設導入費・整備費については、メーカー・ＪＡ・建設企業など

へヒアリングを行い、今までの事例等を踏まえて算定した目安値である。 

 
図 3-12 第二段階整備配置計画図（案） 

表 3-4 第二段階整備施設（案） 
第二段階整備の主な導入施設 面積 

2-1 

ａ．農産物直売所 200 坪 
ｂ．ミニ生活店舗 40 坪 
ｃ．健康食堂 100 坪 
ｄ．トイレ 25 坪 
ｅ．バックヤード・管理事務所 90 坪 
ｆ．医食健康相談と休憩コーナー等 65 坪 
ｇ．観光農園施設（ハウス 150 坪＊5 圃場） 750 坪 
ｈ．駐車場（乗用車：155 台、バス 2 台） 970 坪 
全体的な敷地造成及び植栽・歩道整備、インフラ整備 （2,390 坪） 

2-2 

ｊ．人工光用水耕栽培ハウス（50 坪＊3 施設） 150 坪 
ｋ．自然光型水耕栽培ハウス（150 坪＊2 施設） 300 坪 
ｌ．施設園芸ハウス（150 坪＊4 施設） 600 坪 
ｍ．生産用露地圃場 300 坪 
ｎ．管理施設 80 坪 
全体的な敷地造成及び植栽・歩道整備、インフラ整備 （1,470 坪） 
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【2-1段階整備】 

表 3-5 段階整備地区に想定される導入施設・面積・費用の目安となる概要・概算 
導入施設・機能 面積 概算施設導入費用 

ａ．農産物直売所・関
連施設（広場含
む）・管理事務所
（軽量鉄骨プレハ
ブハウス：１棟） 

 確保敷地面積：1,720m2 
 農産物直売所：661m2 
 ミニ生活店舗：132m2 
 健康食堂：330m2 
 トイレ：82m2 
 バックヤード・管理事務

所：297m2 
 休憩コーナー：215m2 

約 21,900 万円 
（プレハブ組立工事、インフ
ラ接続、設備等含む） 

ｂ．観光農園施設 確保敷地面積：2,479m2 
ハウス：496×5(2,480)m2 
 

約 1,500 万円 

ｃ．駐車場 3,206m2 約 980 万円 
ｄ．全体的な敷地造成

及び植栽・歩道等
整備 

7,900m2 約 3,620 万円 
（粗造成、伐開・伐根、植
栽・花壇・街灯・通路整備
等） 
注）施設周りに桜、通路付

近・花壇段マリーゴー
ルド・ハイビスカス等
を植栽配置、ヒバ広場
やテラスの整備も図
る。 

（参考）土地担保費
（1 年度毎） 

約 7,910m2 ・年間借地料：約 2,390 坪×
400 円／坪＝956 千円/年 

合計額（目安値） ― 約 3 億 800 万円（10％税込
額） 

 

(3)想定される事業候補者 
 第二段階整備事業内容において、今後想定される村内事業者を下記に案として示す。 
 

表 3-6 第二段階整備において想定される事業者（案） 
整備内容 事業者（案） 

農産物直売所  コスタビスタホテル 

 三育フーズ 

 JAおきなわ北中城支店 
健康食堂  コスタビスタホテル 

 三育フーズ 

 若松病院からの支援（医者又は看護師･管理栄養士

なども含め） 
観光農園・花と蝶の鑑賞ハウス・生

産用園芸ハウス・水耕栽培施設 
 サンシャインファーム 

 安座間珈琲農園を中心とした農地所有法人共同体 
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【2-2段階整備】 

表 3-7 段階整備地区に想定される導入施設・面積・費用の目安となる概要・概算 
導入施設・機能 面積 概算施設導入費用 

ａ．観光農園・水耕栽
培施設・生産圃場
の展開エリア 

 

確保敷地面積：1,470m2 
人工光型水耕栽培ハウス：
495m2 
自然光型水耕栽培ハウス：
991m2 
施設園芸ハウス：1,983m2 
生産用露地圃場：991m2 
管理施設：264m2 
 
 

約 16,400 万円 
（水耕栽培ハウス、農産物収穫体験
施設、管理施設等含む） 
1. プレハブ（又はコンテナ式）人

工光用水耕栽培ハウス（50 坪＊
3 施設）自然光型水耕栽培ハウ
ス（150 坪＊２施設） 

2. 施設園芸ハウス（150 坪＊4 圃
場） 

3. 生産用露地圃場（300 坪） 
4. 管理施設（事務所・資材機具倉

庫・保管保冷庫・作業室など：
80 坪） 

上記１）と５）の屋根に太陽光発電
パネルの設置と蓄電設備の導入 
（100 坪×3.31 ㎡÷1.28 ㎡／1 パネル
×6.0kw／24 パネル＝64.6kw：151
万円／24 枚×10.7＝1,615 万円、他
に工事費・備品・モーター・パワコ
ンディショナー等で約 500 万円程度
必要（パナソニック参考、補助無し
で算定）） 
（12kw４基：370 万円＊4 基を想定
（蓄電設備は京セラ参考）） 

ｄ．全体的な敷地造成
整備費 

約 4,865m2 約 2,600 万円 
（粗造成、伐開・伐根、街灯・通路
整備等） 

合計額（目安値）  約 2 億 900 万円（10％税込額） 
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【農産物直売所内容】  

 地域の農家で生産された新鮮で安全な農産物や地域の農産物を活用した加工品・特産品を販売し、

あわせてこれらを食材として提供する農産物直売所・農家レストランを整備することにより、地

域農家の所得増大と就業の場を確保し、地域の農業振興と活性化を図る。 
 
 農産物直売所 
・農産物直売所＝安心安全という消費者へのイメージづくりに向けて、農産物の品質確保のため

のルールづくりを行い、品質を重視して適正価格での販売を目指す。 
・品質確保に向けて、エコファーマーなどの認証制度の導入拡大や、ラベルに QR コードを付与

し、生産者の顔が見える体制を整えるなど工夫する。 
・また、新鮮な商品を絶えず提供するために、生産者が販売状況を即時に知ることができる体制

を整備し、農産物の効率的な出荷を行うことが必要である。 
・供給能力に合わせた適切な施設規模を設定した上で、将来、売り上げ状況により拡張できるよ

うな配置とする。 
・時期によって商品の量が増減することから、用途や広さを状況に応じて変えられるような可動

間仕切り、他の建物又は機能間の移動がスムーズで一体感のある配置、商品の搬入がしやすい

施設設計とする。 
・販売・供給体制や販売方法については、早期に農家を中心とした運営主体の立ち上げに向けた

協議を進め、実施主体による具体的な検討を行う。 

 
図 3-13 農産物直売所イメージ図 
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 農家レストラン 
・農家レストランについては、医食同源の健康レストランとしてのイメージを形成する。 
・昔から地域で食されてきた地元料理・長寿メニューに加え、病院と連携し、健康に不安・健康

食に関心がある方が相談できる体験ブースを設け、医師（看護師）と管理栄養士に病状や健康

上の不安を相談できる体制づくりをおこなう。 
・体験ブースでは、どのような症状に効き・改善すべきか・生活習慣での注意事項と共に取るべ

き野菜について医師・看護師から回答を受け、その上で管理栄養士が回答を受けた野菜をどの

ように料理して食せば高価があり・おいしく食べられるかのレシピを提供、それを持ってレス

トランに行き、提示すれば料理を出してくれるとの仕組みを持った、地産池消型の農家レスト

ランを目指す。 

 

図 3-14 農家レストランイメージ図 
 
 食品加工場 

・地域の物産を活用し、農業者と商工業者との橋渡しを行い、道の駅で加工品の製造・販売を行

うことで、規格外野菜等の高付加価値化だけでなく、雇用の創出や品揃えの確保にもつなが

る。 
・例えば、冷凍野菜の加工や総菜の加工が考えられる。また、総菜の加工であれば、レストラン

などの飲食機能と併設し調理場を兼用することで、施設の利用効率を向上できる。 
・なお、加工施設の設置については、今後誰が担い何を行うのか、具体的内容を検討し、施設の

整備内容を決定する。 
 

 ミニ生活店舗（沖縄的まちぐわー） 
・地場産品の販売は、主原料に地元農産物を活用した加工品を中心に、商品の種類・供給量に応

じて、周辺市町村・姉妹都市産品の販売も行い、販売ラインナップの充実と関係市町村の PR
を行う。 

  



40 
 

3-3-3第三段階整備 

第三段階整備内容を下記に示す。 
 医食同源の核となる医療・福祉施設の整備を実施し、医療・福祉施設拠点として活用する。 
 第一段階整備におけるバイオガス発電施設からの非常時電源供給を受けるため、第一段階整

備区域に隣接した土地に整備を行う。 

 
図 3-15 第三段階整備区域 

 

 
図 3-16 医療・福祉施設整備イメージ 

  

現在 1 地権者が仮登記中 
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(1)第三段階整備事業者の検討について 
 第三段階整備事業者について、検討状況を下記に示す。 
 現在、第三段階整備区域は福祉農園やリハビリ農園等の健康増進のための土地として若松病

院が担保している。 
 第三段階整備は医療・福祉・健康増進のためのエリアとすることから、村より若松病院に対

して意見交換を行った際、若松病院から病院が老朽化していることから現在移転・建替えを

検討していると伺った。 
 上記を受け、村より若松病院に対して第三段階整備事業者、及び第四段階における福祉・リ

ハビリ農園整備の協力者として本事業に参画できるかとの打診を行い、若松病院は協力可能

との意向を示した。 

 
図 3-17 第三段階・第四段階整備の連携イメージ 

 
(2)今後の方針 
 第三段階整備区域における今後の方針を下記に示す。 
 今後、村と若松病院との意見交換を踏まえ、若松病院の移転・建替えとともに、第三段階整

備事業者及び第四段階整備協力者として取り組んでいく意向を若松病院から村に説明する

（令和 3 年 4 月中を目途）。 
 若松病院は、本事業への参加、及び今後の事業の進め方について自治会役員への説明を実施

する（令和 3 年 5 月中を目途）。 
 
  

医療・福祉・健康増進施設

●

福祉・リハビリ農園

●

 第三段階は健康増進のた
めの憩いの場として事業
実施。

 第三、四段階で連携し、医
療福祉体制の構築と共に
農を活かした健康増進を
進める



42 
 

3-3-4第四段階整備 

第四段階整備の内容を下記に示す。 
 昨年度検討した整備内容を細分化し、市民農園、福祉農園、滞在型農園及び自己活用農園の整

備を実施する。 
 医療施設の患者が滞在しながら通院・リハビリができるような整備を行う。 
 地元の農地所有適格法人による整備を想定する。 

 
図 3-18 第四段階整備区域 

 
 

図 3-19 農園のイメージ出典：（一財）都市農産漁村交流活性化機構 HP 



43 
 

3-3-5第五段階整備 

第五段階整備の概要を下記に示す。 
 昨年度検討を行った第四段階整備区域を細分化し、新たに第五段階整備区域を設ける。 
 グリーンツーリズム施設として、滞在型農園リゾート体験施設「グランピング（テント型キ

ャンプ施設）」の導入を検討。 
 地元の農地所有適格法人による整備を想定する。 

 

図 3-21 第五段階整備区域 

 
図 3-20 グランピングのイメージ出典：京都天橋立 HP 
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3-3-6第六段階整備 

第六段階整備内容を下記に示す。 
 昨年度検討した第四段階の整備内容を細分化し、優良田園住宅制度を活用した戸建て住宅の

建設を行う。 
 本事業を進める中心企業とハウスメーカー事業者との連携による取り組みを検討する。 

 
図 3-22 第六段階整備区域 

 
図 3-23 優良田園住宅のイメージ 出典：新潟県 HP 
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今後の事業スケジュール 
今後の事業スケジュールは以下のように予定している。 
 

表 3-8 今後の事業スケジュール 

 
  

項目

造成工事・インフラ整備

建築工事（住宅整備）

第一段階整備（バイオガス発電施設・コンテナ式水耕栽培施設等）

第二段階整備（農家レストラン・農産物直売所等）

第三段階整備（医療・福祉・健康増進施設等）

第四段階整備（市民農園・福祉農園・滞在型市民農園・自己活用農園等）

第五段階整備（グリーンツーリズム施設（キャンプ・グランピング）等）

第六段階整備（優良田園住宅整備）

施設整備（工事）

開業・運営

基本方針の制定

事業者確定、資金確保、事業計画策定

地権者の皆様との調整

造成及び施設の詳細設計

施設整備（工事）

開業・運営

土地の確保

事業者確定、資金確保、事業計画策定

土地の確保

造成及び施設の詳細設計

造成及び施設の詳細設計

施設整備（工事）

開業・運営

事業者確定、資金確保、事業計画策定

造成及び施設の詳細設計

地域との調整・土地の確保

事業者確定、資金確保、事業計画策定

土地の確保

造成及び施設の詳細設計

施設整備（工事）

開業・運営

事業者確定、資金確保、事業計画策定

土地の確保

造成及び施設の詳細設計

施設整備（工事）

開業・運営

事業者明確化、資金確保、事業計画策定

令和5年度
2023年 2024年

令和6年度 令和7年度
2025年～

令和2年度
2020年

令和3年度
2021年

令和4年度
2022年

事業実施準備

事業実施

事業実施

事業実施

R10年度実施想定

R12年度実施想定

事業実施
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第4章 事業実施予定者の選定および配置・造成計画 
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事業実施者の選定 
本事業の第一段階整備実施に向けて、事業者の公募、選定を実施した。以下にその内容を示す。 

 
4-1-1事業実施者の公募 

第一段階事業実施者の公募についての概要を下記に示す。公募の結果、6 社からの問い合わせが

あり、1 社（株式会社 EM 研究機構）からの応募があった。 
表 4-1 事業実施者公募概要 

公募方法 村ホームページに応募実施要領（別添）、及び様式集、整備イメージ、平成 31
年度農を活かした健康・福祉の里づくりに向けた推進事業業務報告書概要版を掲

載し募集。 
公募期間 2020 年 7 月 13 日（月）～2020 年 7 月 24 日（金） 
参加手続き 令和 2 年 7 月 31 日（金）17 時までに必要書類を提出、受理されることにより

参加手続き完了 
質疑提出方法 2020 年 7 月 21 日（火）17 時までに質問書を持参又はファクシミリにて提出 
回答方法 2020 年 7 月 22 日（水）13 時～17 時までの間で回答 
業務内容  食の循環、持続的かつ新たな産業の創出を実現するため、植物工場、園芸

ハウスの整備と共に、それらに必要な電力及び近隣施設等への非常時電源

を供給するバイオガス発電設備、及び体験型オーナー制農園などの整備を

実施し、農福・食農・農観連携の拠点づくりに取り組む。 
 本村及び本事業関係者と地域再生事業の推進及び地域環境の健全化協定

（仮称）を結び、さらに、エリアマネジメント組織などを設置するなどし

て各事業者と連携し、地域の向上に取り組む。 
公募結果 6 社からの問い合わせ、1 社（株式会社 EM 研究機構）からの応募有 

 
表 4-2 株式会社 EM 研究機構概要 

企業名 株式会社 EM 研究機構 
会社概要 微生物応用技術の研究開発をはじめ、一般産業廃棄物の再生処理用の微生物の

培養・販売、微生物処理による消臭及び汚水浄化処理に関する業務、微生物処理

による大気汚染・水質汚濁などの環境問題対策に関するコンサルタントなど、多

岐にわたる業務を実施。そのほか、農産物の生産・販売、ホテルや飲食店経営な

ど幅広い実績、知見を保有。 

本社所在地 〒901-2311 
沖縄県中頭郡北中城村字喜舎場 1478 

 

図 4-1 イメージ図（出典：株式会社 EM 研究機構） 
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4-1-2事業実施予定者の選定 

(1)第一次審査 
応募のあった株式会社 EM 研究機構に対し、事務局において第一次審査を実施した。審査基準は

下記に示すとおりである。第一次審査の結果、株式会社 EM 研究機構が選定された。 
 

表 4-3 第一次審査基準 
 営業年数、売上高、従業員数、自己資本比率、流動比率など（特に、事業整備への資金力）

の指標 
 北中城村・沖縄中部地区、沖縄県の地域性・産業構造を理解し、地域への貢献を果たせる企

業か 
 事業内容の理解と事業参加の意欲（地域との良好な関係を保てるかなど）が十分であるか 
 健康福祉の里づくり事業、再生資源活用による北中城産業活性化事業に対し、本村が描く整

備・事業の考え方から逸脱していないか 
 農業、バイオマス発電事業、生ゴミのリサイクル事業など本事業に類似する事業実績保有の

有無本事業を遂行可能な実施体制の有無 
 
(2)第二次審査 

第一次審査で選定した株式会社 EM 研究機構に対し、「令和 2 年度：農を活かした健康･福祉の里

づくりに向けた推進事業推進委員会」と「令和 2 年度：再生可能資源を活用した北中城産業の活性

化推進業務事業化プロジェクト委員会」の 2 委員会において審査を実施した。審査の結果、事業実

施者として株式会社 EM 研究機構が全委員の承認を受けた。その結果を村長に報告し、第一段階整

備実施事業者は株式会社 EM 研究機構に確定した。 
 

【第一次審査】応募資格・実施方針内容審査 
事務局により、応募のあった 1 社に対して審査基準に基づき第一次審査を実施 

 
【第二次審査】委員会における検討・審査 

 第一次審査結果を受け、「令和 2 年度：農を活かした健康･福祉の里づくりに向けた推進事業

推進委員会」にて内容を検討、決議を行う。 
 その決議結果をもって「令和 2 年度：再生可能資源を活用した北中城産業の活性化推進業務

事業化プロジェクト委員会」でも検討し、事業者の承認を行う。 
 

2 委員会より村長に審査結果報告、村長の報告をもって事業実施者確定 
図 4-2 事業者選定手順概要 
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4-1-3事業実施者の公表・地域再生推進法人への指定 

第一段階整備事業者が確定したことを受け、2021 年 1 月 5 日に開催された記者発表により事業実

施者の確定を公表するとともに、地域再生推進法人への認定を行った。 

 
図 4-3 地域再生推進法人の考え方（出典：内閣府地方創生推進事務局 HP） 

 
図 4-4 地域再生推進法人認定に関する記事（出典：沖縄タイムスより抜粋） 

  

 

 

 

 

■地域再生推進法人とは 
 地域再生において、地域住民に近い立場でのコーディネーター役として、コミュニティ再生などの

ノウハウを蓄積した団体と連携して取り組むことが重要。 
 このため、地域再生の推進活動を行うことを目的とする会社を地域再生推進法人として指定するこ

とができる制度。 
 
■地域再生推進法人の指定の主なメリット 
 地域再生事業の担い手として、公的位置づけが付与される。 
 地方公共団体に対して地域再生協議会を組織するよう要請ができる。 
 農林水産省が所管する農山漁村振興交付金の一部の事業においては、地域再生推進法人が事業実施

主体として、直接の交付対象となることができる。 
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第一段階整備区域における造成計画図・配置計画図及び概算事業費 
4-2-1造成計画図 

現況調査結果をもとに作成した第一段階整備区域における造成計画図を下記に示す。造成は安全

面を優先しながら、費用をある程度抑えることを想定し、最上部のがけ面については、もたれ擁壁

工とする。それ以外の造成については、種子吹付の法面保護工により対応する。 
沖縄三育小学校東側のがけ面については、現状被害などは発生していない状況であるが、将来的

ながけ面対策が必要となる可能性がある。 
 

 
図 4-5 造成計画図 
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4-2-2概算工事費 

現況調査結果をもとに作成した第一段階整備区域における造成工事の概算工事費を下記に示す。 
概算工事費は 5000 万円程度（諸経費込み）が想定される。ただし、造成の着手時においては、

より詳細な調査を実施した上で、費用を計上する必要がある。 
 

表 4-4 第一段階整備区域概算造成工事費（案） 

 
 
  

工種 項目 細目 単位 数量 単価 金額 備考

（1）準備工

伐開除根など ㎥ 4,000 1,000 4,000,000

敷地整生 ㎥ 4,000 150 600,000

（2）造成工

切土 4000*0.5*2.0 ㎥ 4,000 300 1,200,000

盛土（押土） 4000*0.5*2.0 ㎥ 4,000 200 800,000

もたれ擁壁工 H=5.0m程度 ｍ 65 300,000 19,500,000

法面保護工 種子吹付程度 ㎡ 1,300 1,500 1,950,000

（3）舗装工

アスファルト舗装 道路 ㎡ 300 7,000 2,100,000

アスファルト舗装 駐車場 ㎡ 300 7,000 2,100,000

自然色アスファルト舗装 通路 ㎡ 180 9,000 1,620,000

（4）雨水排水工

街渠工 道路 ｍ 100 15,000 1,500,000

街渠桝工 @20m 基 10 75,000 750,000 190/20

側溝 U-300程度 ｍ 200 8,000 1,600,000

側溝桝 @20m 基 20 75,000 1,500,000

小計 34,620,000

諸経費 25% 8,655,000

合計 43,275,000

消費税 10% 4,327,500

総合計 47,602,500
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4-2-3配置計画図 

現況調査結果を基に作成した第一段階整備区域における施設の配置計画図を下記に示す。 
学童農園は近隣に位置する沖縄三育小学校、駐車場から歩いてきやすい位置に配置することとす

る。 
 

 

図 4-6 配置計画図 
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第5章 事業資金計画および補助金・交付金・融資などの

整理 
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第一段階整備 
第一段階における各施設等の整備に関する資金調達（税込）は、以下のような対応により実施す

る。 
なお、補助金・交付金の確保以外に、ふるさと納税寄付金を令和２年７月から令和３年 12 月ま

での１年６ヶ月間で 1,315 万円集めると共に、自己資金：13,485 万円、融資：6,500 万円程度と想

定している。 
 

表 5-1 第一段階整備地区の資金調達（案） 
整備施設 施設整備費概算 整備資金調達（案） 

バイオマス発電施設 22,385 万円 

 

・バイオマス発電施設整備関連交付金 

（約 1/2 補助で 10,000 万円） 

・自己資金（7,885 万円） 

・融資（4,500 万円） 

コンテナ式水耕施設 

施設園芸ハウス 

体験農園 

露地栽培用帆圃場 

9,680 万円 

 

・農山漁村振興交付金（約 1/2 補助で 4,000

万円） 

・ローカルプロジェクト 10,000 事業 

（1,000 万円） 

・企業版ふるさと納税を活用した寄付 

（1,000 万円） 

・自己資金（1,680 万円） 

・融資（2,000 万円） 

作業管理棟 

駐車場 

全体的な敷地造成及び植栽・

歩道整備、インフラ整備等 

4,235 万円 

 

・企業版ふるさと納税を活用した寄付 

（315 万円） 

・自己資金（3,920 万円） 

合計 36,300 万円 36,300 万円 
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第二段階整備 
第二段階整備区域には、農産物直売所・関連施設、観光農園、水耕栽培施設等の導入を検討して

おり、これらの施設整備に関して導入・活用が見込まれる交付金・補助金を整理する。 
 

【食料産業・6次産業化交付金】 

 ６次産業化に係る市場規模の拡大に向けて、農林漁業者等の加工・直売の取組、地域での食育

の推進、持続可能な循環資源活用の推進、研究開発・成果利用の促進のため、地域内に雇用を

生み出す取組や施設整備を支援。 
 事業の内容 
１．加工・直売の取組への支援 
・農林漁業者等が取り組む新商品開発や販路開拓等の取組及び加工・販売施設等の整備を支

援。 
２．地域での食育の推進 
・地域食文化の継承、和食給食の普及、農林漁業体験、食育推進リーダーの育成、共食の機

会の提供、食品ロスの削減の取組等の食育活動を支援。 
3．研究開発・成果利用の促進 
・新技術を活用した新たな高付加価値商品等の創出・事業化に必要な技術実証、マーケティ

ング等を支援。 
4．事業の流れ 

 

 
 

【地域経済循環創造事業交付金：ローカル 10,000プロジェクト】 

 地域金融機関等から融資等を受けて事業化に取り組む民間事業者が、事業化段階で必要とする

初期投資費用等について、地方公共団体が助成する経費に対し、地域経済循環創造事業交付金

を交付する。 
 事業スキーム 
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【農山漁村振興交付金】 
 地域の創意工夫による活動の計画づくりから農業者等を含む地域住民の就業の場の確保、農山

漁村における所得の向上や雇用の増大に結びつける取組を総合的に支援し、農山漁村の活性化

を推進する。 
 事業の内容 
１．農山漁村普及啓発対策 
・農山漁村のコミュニティ機能の向上と都市農業の振興を通じた都市と農山漁村の交流や定

住の促進のため、都市と農山漁村の双方から｢農山漁村を知ってもらう｣機会の創出のため

の活動計画づくりや、ICT を活用した定住条件の強化に向けた取組、都市農業の多様な機

能の発揮のための取組を支援。 
①地域活性化対策②都市農業機能発揮対策 

２．農山漁村交流対策 
・増大するインバウンド需要の呼び込みや都市と農山漁村との交流促進のため、地域資源を

活用した観光コンテンツを創出し、「農泊」をビジネスとして実施できる体制を有した地域

の創出、福祉農園等の整備による障害者や生活困窮者等の受入などの取組を支援。 
①農泊推進対策②農福連携対策 

３．農山漁村定住促進対策 
・農山漁村における定住の促進、所得の向上や雇用の増大を図るため、生産施設等の整備や

山村の特色ある地域資源の商品化・販売促進等の取組を支援。 
①山村活性化対策②農山漁村活性化整備対策 

４．事業の流れ 
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第三段階整備 
 第三段階整備においては、第四段階整備と連携して事業を実施する。主に福祉農園、リハビリ農

園、高齢者生きがいづくり農園等に関して連携を予定しており、後述の第四段階整備において活用

を予定する補助金の導入に向けて、第三段階整備事業者が取り組んでいく方針である。 
 

第四段階整備 
第四段階整備地区については、地権者の中には今後も自己活用での営農を希望している方々もい

ることから、この地区は市民農園・自己活用農園などを主とした導入施設で検討を行う。 
このため、次年度の検討結果を踏まえ、第四段階整備地区に導入される各施設等の整備に関する

資金調達（税込）は、以下のような対応により実施する。 
 農山漁村振興交付、企業版ふるさと納税を活用した寄付、自己資金で第四段階事業費全体の２

／３を確保し、残り１／３を融資で賄っていく事で検討を図る。 
 
① 市民農園 
第四段階整備区域については、現状が市街化調整区域、農振農用地（登記地目：宅地（一部畑））

であり、地権者の中には今後も自己活用での営農を希望している方々もいることから、この地区は

市民農園・自己活用農園などをメインとした導入施設で検討を今後図っていくことが考えられる。 
このため、ここでは市民農園の整備や耕作放棄地再生に活用可能な付金・補助金の例を示す。 
 

表 5-2 市民農園の整備が可能な補助事業等（再掲） 
事業等名 内容 主な実施主体 補助率等 

農山漁村振興交付
金 

（農山漁村活性化整備対策） 
滞在者及び宿泊者の増加等を通じた農山漁
村の活性化を図るため、必要な施設整備等
の取組について、総合的かつ機動的に支援
する一環として、交流・ふれあいのための
体験農園・市民農園を整備 

都道府県 
市町村 
ＪＡ 
農業者の組織
する団体等 

定額 
（１／２等） 

農山漁村地域整備
交付金 

地方自治体が農山漁村のニーズにあった計
画を自ら策定し、農業農村、森林、水産各
分野における公共事業を自由に選択して行
う総合的、一体的整備を支援する一環とし
て集落農園を整備 
※担当：大臣官房地方課 

沖縄県 
沖縄県内の市
町村 
土地改良区等 

定額 
（１／２等） 

耕作放棄地再生利
用緊急対策交付金
（基金） 

荒廃農地を再生・利用する取組の一環とし
て市民農園の整備が可能 
※担当：農村振興局農村政策部地域振興課 

耕作放棄地対
策協議会 

定額 
１／２以内
（沖縄２／３以

内） 
荒廃農地等利活用
促進交付金 

荒廃農地を再生・利用する取組の一環とし
て市民農園の整備が可能 
※担当：農村振興局農村政策部地域振興課 

都道府県 
市町村 
農業者等 

定額 
１／２以内等 
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② 福祉農園 
高齢者の健康づくりを目的とした「高齢者生きがい農園」及び農作業を通じた園芸療法によ

り高齢者の介護を目的とした「リハビリ農園」（デイサービス施設に併設する農園）の整備に要

する経費の一部を助成する事業がある。 
また、障害者の就労訓練及び雇用を目的とした農園の整備に要する経費の一部を助成する制

度もある。 
表 5-3 福祉農園を整備する場合の補助事業 

事業等名 内容 主な実施主体 補助率等 
都市農村共生・対
流総合対策交付金 

農山漁村の持つ豊かな自然や
「食」を観光、教育、健康等
に活用する地域の手作り活動
を総合的に支援 

地域協議会、農業
法人、ＮＰＯ、社
会福祉法人 等 

ソフト事業 
定額（１地区当たり上
限 800 万円） 
ハード事業 
１／２等（１地区当た
り上限 2,000 万円、但
し福祉関連施設は上限
なし） 

「農」のある暮ら
しづくり交付金 

都市及びその近接地域におい
て、「農」を楽しめる暮らし
づくりに必要な農園等の整備
に対する支援 

民間団体、ＮＰ
Ｏ、市町村、社会
福祉法人 等 

ソフト事業 
定額（１地区当たり上
限 400 万円） 
ハード事業 
１／２以内 

 
③ 高齢者生きがい農園 

高齢者の生きがいや健康づくりにもつながり、同時に介護予防や生活支援のサービス基盤と

なる高齢者による有償ボランティア活動のモデル的な活動について、その立ち上げ費用を補助

する事業がある。 
なお、当該事業を実施するにあたり、別途活動拠点の整備が必要な場合には、その経費の一

部を助成する事業がある。 
表 5-4 高齢者生きがい農園を整備する場合の補助事業 

事業等名 内容 主な実施主体 補助率等 
高齢者生きがい活
動促進事業 

高齢者の生きがいや健康づくりにもつ
ながり、同時に介護予防や生活支援の
サービス基盤となる高齢者による有償
ボランティアに関するモデル的な活動
の立ち上げを支援 
(有償ボランティア活動例) 
高齢者への配食サービス用農産物等の
生産活動 

市町村 １か所あたり 
1,000 千円 
定額補助 
各都道府県で１
ヶ所程度 

地域支え合いセン
ター整備事業 
（地域介護・福祉
空間整備等施設整
備交付金） 

高齢者の生きがい活動や地域貢献等を
目的とした NPO 法人などの非営利組織
の活動拠点となる「地域支え合いセン
ター」のモデル的な整備をするために
交付金を交付 

市町村 〈創設〉 
１か所あたり 
3,000 万円 
〈改修〉 
１か所あたり 
 650 万円 
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第五段階整備 
第五段階整備区域においては、滞在型応援リゾート体験施設（テント型グランドームキャンプ施

設）の整備を検討しており、現段階において導入・活用が見込まれる交付金・補助金を整理する。 
農山漁村振興交付金（農山漁村活性化整備対策）は、農山漁村への定住や都市と農山漁村との交

流の促進による地域の活性化のために必要な事業（ハード整備）に対して支援を行うもので、定住

促進又は交流促進の目的に応じて、様々な施設整備が可能となる。 
 

表 5-5 滞在型応援リゾート体験施設の整備が可能な補助事業等（再掲） 
事業等名 内容 主な実施主体 補助率等 

農山漁村振興交付金 
（農林水産省） 

（農山漁村活性化整備対策） 
滞在者及び宿泊者の増加等を
通じた農山漁村の活性化を図
るため、必要な施設整備等の
取組について、総合的かつ機
動的に支援する一環として、
交流・ふれあいのための体験
農園・市民農園を整備 

都道府県 
市町村 
ＪＡ 
農業者の組織す
る団体等 

定額 
(１／２等) 

地域経済循環創造事
業交付金 
ローカル 10,000 プロ
ジェクト 
（総務省） 

地域金融機関等から融資等を
受けて事業化に取り組む民間
事業者が、事業化段階で必要
となる初期投資費用等につい
て、地方公共団体が助成する
経費に対し、地域経済循環創
造事業交付金を交付する。 

民間事業者 ・原則１／２ 
・条件不利地域かつ
財政力の弱い市町
村の事業は 
２／３,３／４ 

・新規性・モデル性
の極めて高い事業
は 10／10 

 
第六段階整備 
第六段階整備区域においては、優良田園住宅制度を活用した戸建て住宅の建設エリアと位置づけ

られている。現段階において導入・活用が見込まれる交付金・補助金を整理する。 
 
【優良田園住宅における政策支援措置について】 

○住環境の整備に係る支援措置（社会資本整備総合交付金等の基幹事業） 
・地域住宅計画に基づく事業（地方公共団体が団地内の広場や集会所等を整備する場合、又はそ

れらの整備を行う事業者に対し助成を行う場合に要する費用の概ね 45％を交付） 
＜参考＞ 
○集落基盤の整備に係る支援（農山漁村地域整備交付金のうち、集落排水施設整備、集落道整

備、集落農園整備等） 
・農業用排水の水質保全や農村生活環境の改善に向けた施設の整備、また集落周辺の地域における

農業生産性の向上を図るため、農業生産基盤の整備とその機能の発揮に不可欠な集落基盤の整備を

一体的に実施（補助率：1/2 等）。 
 
  





60 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第6章 地権者調整 
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地権者意向調査アンケートの実施 
6-1-1昨年度アンケート結果の振り返り 

(1)昨年度の地権者意向調査アンケート概要 
以下に昨年度行った地権者の意向調査アンケート

の概要を示す。 
目的 事業対象地の地権者の土地の活用状

況、活用意向を把握し、事業を進め

る上での参考とするため。 
対象 候補地の地権者 
人数 49 名 
発送元 北中城村役場 
期間 2019 年 7 月上旬～8 月中旬（約 1 ヵ

月）※3 月上旬に一部地権者へ追加ア

ンケート実施 
 
(2)昨年度の地権者意向調査アンケート結果 
 売却や貸し付けの意向については、約 7 割の方が売却・貸し付けが可能とのご意向を示して

いる。一方、約 3 割の方は自己活用・引継ぎ等を行いたいご意向である。 
 売却・貸し付け先については、約 6~8 割の方が「誰でもよい」との回答。 
 自己活用したい場合は、農業もしくは宅地としたいご意向を示している。 
 事業全体に対しては、「病院・健康増進施設」への要望が多い。 

 

 

図 6-2 所有地の売却・貸し付け意向 
 
  

図 6-1 アンケート実施範囲 

  （条件付きで）売却したい 

（条件付きで）貸付したい 

売却・貸付どちらも可能 

どちらもできない 

未回答 
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6-1-2今年度における地権者意向調査の実施 

(1)第一段階地権者への意向調査 
 昨年度の結果を踏まえ、第一段階区域地権者 2 名に対し追加アンケートを実施した。 

表 6-1 アンケート調査概要 
実施日 2020 年 11 月 
対象者 第一段階地権者 2 者（沖縄三育小学校、地権者 1 名） 
実施目的 整備対象地域の地権者に対し本事業に関する説明を行ったうえでご理解を頂

き、土地の売却・貸付のご意向および賃借料や売却額の目安をお伺いする。 
ヒアリング内容 土地の売却・貸付のご意向、賃借料、売却額の目安 等 

 
(2)第一段階地権者への意向調査結果 
 下記にアンケート調査結果を示す。 
■三育小学校様のご意向 

 本事業内容が生徒や保護者の皆様のメリットとなるのであれば、事業が継続する限り土

地を貸すことが可能であり、賃料は最低価格で構わない。 
 土地の契約については、契約条件の調整が整わなくとも 2021 年 3 月までに覚書を交わ

し、2021 年 9 月には契約を目指したい。 
 環境教育などを行う際は、無償で活用したい。 

■地権者様のご意向 
 当面はできる限り高い価格での賃貸でよいが、将来的には売却したい。 

契約については条件の調整が済めば 2021 年 3 月までに契約可能。 
 

表 6-2 アンケート調査結果 
問 1 所有されている土地の契約手続きについて、どのような方法を希望されますか 
三育小学校 A 賃貸で貸したい 賃貸を希望する期間：事業が継続する限り 
地権者 A 当面は賃貸でよいが、将来的には売却したい 賃貸を希望する期間：5 年程度 
問 2 所有されている土地の賃貸・売買の価格について、どの程度を希望されますか。 
（なお、荻道・大城地区の平均的な実績価格 賃貸：坪 95 円/年 売買：坪 1 万円） 
三育小学校 A 組織的には最低限平均的な価格での意向があるため、学校としてのメリットも

含めて調整したい 
地権者 A 平均的な価格より少しでも高い価格で考えたい 
問 3 所有されている土地の契約について、いつ頃の時期を希望されますか。 
（なお、本事業では、2021 年 4 月以降の整備着手を踏まえ、調整がつきましたら、2021 年 3 月

までに契約したいと考えています。） 
三育小学校 A 契約条件の調整が整わなくとも 2021 年 3 月までに覚書を取り交わし、その後

も協議を進め、2021 年９月までには契約を目指したい 
地権者 A 契約条件の調整が済めば、2021 年 3 月までに契約可能 
問 4 その他ご意見 
三育小学校 生徒及び保護者の皆様に対しメリットのある取り組みとなるのであれば、賃料は最

低価格で構わない。 
環境教育や学童農園体験などを行う際は、無償で活用したい。 
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6-1-3第二段階地権者への意向調査 

第二段階区域地権者に対しては昨年度 3 月に追加アンケートを実施したが、回答が得られていな

い状況である。現在第二段階区域については、別途建設課より村道拡張について調整を行ってお

り、重ねて本事業への土地の売却・貸付について調整を行うことは避けたいとの村の意向のため、

今年度において追加ヒアリング等は行っていない。 
そのため、来年度以降、適宜ヒアリングを実施することを検討する。 
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土地の活用方針 
6-2-1第一段階整備区域の活用について 

 第一段階整備区域については、一部が農振農用地となっている。そのため、農振農用地の活用で

は、農地所有適格法人が活用する必要があるが、地域再生推進法人として指定された EM 研究機構

は権利を有していない状況である。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6-3 候補地周辺の農用地指定状況 
 そのため、第一段階整備区域は、以下に示すように、事業の内容を切り分け、バイオガス発電な

どは EM 研究機構による運営、圃場や学童農園は EM 研究機構のグループ企業である農業生産法人

サンシャインファームで対応する必要がある。 
 なお、植物工場についても、農地転用を免除されるのは、農地所有適格法人による事業実施時の

みであるため、事業の実施者は適切に調整する必要がある。 

 
図 6-4 第一段階整備区域の事業の分担案  

例：農地所有適格法人に

よる運営 
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6-2-2段階的整備方針 

 最も早期に着手する第一段階整備区域については、今回のアンケートで把握したご意向を基

に、速やかに覚書を取り交わし、契約を行う。 
 第二段階整備区域については、今後建設課との調整状況も考慮し、慎重に対応する。 

 
6-2-3交換分合制度などを踏まえた土地利用計画 

交換分合制度とは、一定の地域の農用地について、その所有権や使用収益権を一定の計画のもと

に一括して移転又は設定（消滅）することにより、土地の区画形質の変更を伴わずに農用地の集団

化を図る制度である。今後、自己活用したい意向を示した地権者については、将来的には交換分合

により土地の集約を行うことを検討する。 

 
図 6-5 土地の交換分合の考え方 

 

 
図 6-6 交換分合制度の仕組み 

 
 

自己活用の農地と

して集約 
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第7章 地域再生計画の策定 
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本事業の地域再生計画については、今年度の計画が内閣府より認定された。 
内容を次頁以降に示す。 
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第8章 法的制約・インフラ・その他規制への対応 
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上下水道などのインフラ整備 
8-1-1上水道の整備 

(1)給水区域 
以下に、北中城村の水道ビジョンに位置付けられる給水区域を示す。本村の給水区域は、村全域

とされており、本事業の拠点も給水区域に位置付けられている。 
給水区域は、事業計画に位置付けられるものであり、以下に示す給水義務（水道法第 15 条）に

より給水の要望があった場合は、配水管を整備する必要がある。 
本事業では、第一段階において体験農園（市民農園）内に休憩施設（利用者の手洗い場、トイレ

等）の設置が必要となる。これにより、給水の要望を行う必要がある。 
 

■給水義務（水道法第 15 条） 
水道事業者は，事業計画に定める給水区域内の需要者から給水契約の申込みを受けたときは，

正当な理由がなければ，これを拒んではならない。 

 
図 8-1 北中城村の給水区域（北中城村水道ビジョンより）  
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(2)上下水道課へのヒアリング 
一般的に水道管の整備を行う場合、以下の整備イメージに示すように、既存の配水管からの引込

みを行い、新たな配水管を整備する必要がある。そこで、上下水道課にヒアリングを実施し、既存

配水管位置の把握、新規配水管の費用負担等について、確認を行った。 
 

 
図 8-2 配水管などの整備イメージ 

 
(3)ヒアリングに基づく既存配水管位置・費用負担など 
上下水道課にヒアリングした結果を次頁のヒアリングシートに示す。また、資料収集した水道台

帳図も併せて示す。 
ヒアリングおよび資料収集の結果、配水管は中城公園入口まで至っておらず、第一段階整備の事

業地までは、より延長の長い配水管を整備する必要がある。 
また、北中城村においては、開発許可を要する場合、基本的には事業者の負担により配水管を整

備し、村へ譲渡の上、管理は村が行う方式をとっているとのことであった。 
 事業地は、基本的に民間事業者が開発許可を得て実施する事業であるため、事業者が配水管の

整備費を負担する必要があると考えられる。 
 
 

既存配水管
（想定）

新規配水管
（村整備）

給水管
（事業者整備）
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(4)第一段階整備の上水道の整備について 
 1)配水管整備 
以下に、既存配水管から新規の配水管を整備し、第一段階整備の候補地の供給する場合の整備イ

メージと、概算事業費の算出結果を示す。新規配水管の延長は約 300m 程度となり、非常に長い距

離を布設する必要がある。 
 
 〇新規配水管 延長 約 300m 
 〇配水管 m あたり単価 5 万円/m（一般的な水道管の布設単価） 
 〇概算事業費 1500 万円 

 
図 8-5 既存配水管からの新規配水管整備イメージ 

 
 2)井戸 
第一段階整備事業では、基本的に水道の飲用利用などは想定されず、農業利用やバイオガス発電

の希釈水に利用されるものと考えられる。そこで、井戸による上水道の確保も想定される。 
以下に、井戸掘削の概算事業費を算出したものを示す。 
 
 〇井戸掘削深 約 40m（一般的な深井戸） 
 〇m あたりの井戸掘削費用 6 万円/m（他都市実績） 
 〇概算事業費 約 240 万円 

  

既存配水管

新規配水管 約300m
（事業者整備）

給水管
（事業者整備）
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8-1-2下水道の整備 

(1)想定する整備手法 
本事業計画予定区域は、市街化調整区域に該当しており、北中城村の公共下水道区域には含まれ

ていない。このため、本事業計画予定区域における下水道整備のあり方としては、以下の整備方法

が考えられる。 
 

① 合併処理浄化槽 

 各家庭（施設）が離れているため、汚水を集めるよりも一軒ごとに処理した方が効率的な地域に適

している。 

 下水道事業計画区域外、また区域内であっても下水道管への接続までに年数がかかる地域で設置

され、家庭から排出されるし尿だけでなく、生活雑排水などの汚水も処理する。 

 浄化槽は、下水処理場同様、微生物の活動を利用して汚濁物質を除去するが、微生物の活動に必要

な酸素の供給、発生汚泥の処分などの維持管理が必要となる。 

 
② コミュニティプラント（地域し尿処理） 

 廃棄物処理法に基づき、地方公共団体や公社、民間事業者の開発行為による住宅団地等に設置さ

れる小規模な汚水処理施設。小規模下水処理場（装置）と呼ばれることもある。 

 廃棄物処理法に基づいて定められた「市町村の定める一般廃棄物処理計画」に従って設置され、

多くの場合、下水道が普及していない地区の団地で下水道の代替施設となる。複数の家庭から排

出されるし尿と生活雑排水を処理するものであり、地域で共同に利用する合併処理浄化槽とも言

える。 

 
■交付金の活用 

なお、本事業は、地方創生に関する事業であるため、汚水処理施設の整備においては、「地方創生

汚水処理施設整備推進交付金」の活用が想定される。表 8-1 に示すとおり、この交付金の対象とな

る施設は、公共下水道、集落排水施設、浄化槽であるため、対象とする事業は、浄化槽事業とす

る。 
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表 8-1 地方創生汚水処理施設整備推進交付金交付要綱における整備対象となる施設 
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(2)概算事業費 
 ここでは、浄化槽事業の概算事業費を算出する。なお、以下に示すとおり、浄化槽は各戸に浄化

槽を設置し処理するため、個別処理に分類される。 
 

 

図 8-6 集合処理と個別処理の違い 
 1)汚水量の算出 
 汚水量は、第 2～4 段階までの主要な施設を対象として算出する。この汚水量は、浄化槽の処理

対象人員算定表（JIS A3302-2000）などで示される汚水量原単位を基に算出を行っている。 
 この汚水量を基に施設の概算事業費の算出を行う。 
 

表 8-2 汚水量の算出結果 

 
  

■第2段階
面積 面積 汚水量原単位 日最大汚水量
(坪) (m2) (L/ｍ2・日) (m3/日)

道の駅・健康増進施設 305 1006.5 15 15

医食同源食堂 120 396 130 51
合計 425 1402.5 66
■第3段階

病床数 対象人員 汚水量原単位 日最大汚水量
(床) (人) (L/人・日) (m3/日)

医療・福祉施設 220 1760 0.125 220

■第4段階
戸数 人数 日最大汚水量原単位 日最大汚水量
(戸) (人) (m3/人・日) (m3/日)

優良田園住宅 20 2 0.44 17.6

滞在型市民農園施設 20 2 0.44 17.6
合計 40 35.2

① 合計汚水量 321.2 (m3/日)
② 汚水量原単位 0.2 (m3/人)
③ 処理人口 （①÷②） 1606 （人）

※処理人口は、一人200ℓ/日の汚水量とした場合の換算値

区分

区分

区分
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 2)浄化槽の概算事業費 
 以下に、浄化槽の概算事業費の算出結果を示す。浄化槽の概算事業費は、汚水量より必要となる

浄化槽の人槽を算出し、この人槽からメーカーヒアリングより設定した浄化槽費用の算定式より算

定している。浄化槽の概算事業費は、全体で約 2 億円程度となる。 
 

表 8-3 浄化槽の概算事業費 

 
 

  

■第2段階
日最大汚水量 汚水量原単位 浄化槽人槽 浄化槽事業費

(m3/日) (ｍ3/人・日) (人) (千円)

道の駅・健康増進施設 15 0.2 75 9,670

医食同源食堂 51 0.2 255 30,980
合計 40,650
■第3段階

日最大汚水量 汚水量原単位 浄化槽人槽 浄化槽事業費
(m3/日) (ｍ3/人・日) (人) (千円)

医療・福祉施設 220 0.2 1100 131,030

■第4段階
日最大汚水量 汚水量原単位 浄化槽人槽 浄化槽事業費

(m3/日) (ｍ3/人・日) (人) (千円)

優良田園住宅 17.6 0.2 88 11,210

滞在型市民農園施設 17.6 0.2 88 11,210
合計 22,420

合計浄化槽事業費（千円） 194,100

区分

区分

区分
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 3)処理水の放流について 
 以下に、浄化槽の放流水質基準を示す。浄化槽の構造基準に適合した浄化槽を設置し、適切な維

持管理を行えば、この放流水質は問題なく満たすことが可能となる。 
 なお、浄化槽の設置に際しては、北中城村に対し、浄化槽の設置届を提出する必要がある。 
 

表 8-4 浄化槽の放流水質 
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農振除外・農地転用・開発許可など 
8-2-1第一段階整備における法的制約 

 下記に第一段階整備を実施する際に検討及び対応すべき法規制を示す。開発許可に関しては、沖

縄県建築指導課にヒアリングを行っており、バイオガス発電施設および駐車場などの施設が開発許

可を要する施設となる。 
 

表 8-5 第一段階整備区域における土地利用の法規制に対する対応 
導入施設・

機能 

農地転用 

／開発許可 
法的制約への対応 備考 

バイオガス

発電施設

【水耕栽培

施設に電力

を供給】 

農地転用 ・必要 ・本施設は 200 ㎡を超えるため、農地転用許可

が必要。（200 ㎡未満は届出のみ） 
開発許可 ・必要 ・法 34 条第 4 号（農林漁業用施設）による許

可が想定される【県建築指導課からの回答】 

作業管理ハ

ウス 
(冷蔵庫・

育苗用保冷

室など) 

農地転用 ・不要（農業経営上必

要な施設で、転用面

積が 200 ㎡以下であ

るため、農地法によ

る許可は不要。） 

・転用に併せて権利の移転、設定を伴い農地の

所有者以外が転用する時や、農業用倉庫等の

転用面積が 200 ㎡以上の場合は、許可が必

要。 

開発許可 ・不要 ・農業の用に供する建築物の場合は開発許可申

請不要（都市計画法第 29 条施行令 20 条 生

産・出荷・貯蔵・保管の用に供する建築物）

【県建築指導課からの回答】 
コンテナ式

水耕栽培施

設 

農地転用 ・不要 ・平成 30 年 11 月に農地法が改正、農業用ハウ

ス等の農作物栽培高度化施設の用に供される

土地（高度化施設用地）をコンクリート張り

する場合は農地転用不要（農地法第 43 条）。 
開発許可 ・不要 ・農業生産法人が植物工場を運営する場合は、

開発許可は不要（都市計画法第 29 条施行令

20 条：農産物の生産・出荷など）【県建築指

導課からの回答】 
園芸ハウス 農地転用 ・不要 ・平成 30 年 11 月に農地法が改正、農業用ハウ

ス等の農作物栽培高度化施設の用に供される

土地（高度化施設用地）をコンクリート張り

する場合は農地転用不要（農地法第 43 条）。 
開発許可 ・不要 － 

市民農園・

体験農園 
農地転用 ・不要 ・市民農園施設がない場合は、農地としてその

まま利用するため農振除外・農地転用などの

手続きは不要。（ただし、開園方式によって

は、他の手続きが必要となる場合もある。） 
開発許可 ・不要 － 

駐車場・休

憩所 
農地転用 ・必要 － 
開発許可 ・必要 市民農園施設として開発許可（開発審査会への

付議が不要） 
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8-2-2第二段階整備における法的制約 

下記に第二段階整備を実施する際に検討及び対応すべき法的制約を以下に示す。農家レストラン

については、法改正により農振除外の対応は不要となるが、農振農用地の農業用施設用地に用途変

更の上、農地転用許可を得る必要がある。 
また、県建築指導課に確認したところ、都計法第 34 条の 1 号など各号に該当しないかを確認し

た上で、いずれにも該当しない場合は、14 号により開発審査会に付議を得ることとなる。なお、藤

沢市の農家レストランの事例では、14 号により許可を得ている。 
 

表 8-6 第二段階整備区域における土地利用の法規制に対する対応 

導入施設・機能 
農地転用 

／開発許可 
法的制約への対応 備考 

農家レストラン・

直売所 
農振除外 不要（法改正で農家レ

ストランは農振除外不

要となるが、農業用施

設用地に用途変更が必

要） 

・令和 2 年 3 月に法改正実施 

農地転用 200 ㎡を超えるため、

農地転用許可が必要。 
200 ㎡未満は届出のみ 

開発許可 必要 ・都計法第 34 条 1 号などに該当するか

確認し、いずれにも該当しない場合は

14 号として開発審査会の付議を得る

（14 号は藤沢市の農家レストランで事

例有り）【県建築指導課からの回答】 
駐車場 農振除外 農家レストランに付帯する施設として、上記と同様 

農地転用 
開発許可 

園芸ハウス 農振除外 不要  
農地転用 不要  
開発許可 不要  

体験農園・オーナ

ー制農園（市民農

園） 

農振除外 不要  
農地転用 不要 ・市民農園施設がない場合は、農地とし

てそのまま利用するため農振除外・農

地転用などの手続きは不要。（ただし、

開園方式によっては、他の手続きが必

要となる場合もある。） 
開発許可 必要 ・一部の市民農園施設を含む場合は、市

民農園施設として開発許可（開発審査

会への付議が不要） 
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8-2-3第三段階整備における法的制約 

 第三段階については、医療・福祉施設などが整備されることとなっている。農振除外などの対応

について、以下に概要を示す。 
 
(1)農振除外など 
 以下に、農業振興地域制度と農地転用許可制度の概要を示す。農業振興地域の農用地区域の転用

は、厳しく規制されている。そのため、農地転用を行う場合は、事前に農用地区域から除外する必

要がある。 
 また、農振農用地を除外する際に求められる要件について、表 8-7 に示す。基本的には、他に代

替する土地がないことや効率的な農業生産に影響を及ぼさないこと等が求められる。 
 今後、地域住民が地区内での若松病院の移転を要望していることについて改めて整理するととも

に、農用地除外に関する 5 要件の取りまとめを行い、他都市の事例整理なども含めて、県との調整

を図っていく必要がある。 
 

 
図 8-7 農業振興地域制度と農地転用許可制度の概要（出典：農林水産省資料） 
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表 8-7 農振農用地除外に関する 5 要件（農振法第１３条第２項） 

 要件 要件の詳細事項 

1 除外に係る土地を農用地等以外

の用途に利用することが必要か

つ適当であって、農用地区域以

外に代替する土地がないこと 

 必要最小限の面積であるか。 
 除外後直ちに農用地以外等に利用する緊急性がある

か。 
 農用地区域外の土地について選定検討したが、選定

できない明確な理由があるか。 
 新たな土地取得は不可能か。 
 農地転用や開発許可等他法令に係る許可見込みがあ

るか。 
2 農用地の集団化、農作業の効率

化その他農業上の効率的・総合

的な利用に支障を及ぼすおそれ

がないこと。 

 農用地区域の周辺部または集落介在か。 
 効率的な農作業を行うための連担性に影響はない

か。 
 土地利用のスプロール化、混在化を招くことがない

か。 
 日照、通風及び雨水、汚水等の放流により農業への

影響が生じないか。 
3 効率的・安定的な農業経営を営

む担い手に対する農用地の利用

の集積に支障を及ぼすおそれが

ないこと。 

 農地を借りている方が、認定農業者等の担い手に該

当しないか。 
 農地を借りている方が、現在認定農業者でなくと

も、将来確実に認定農業者に認められることがない

か。 
 経営規模の縮小で効率的、安定的な農業経営に支障

を及ぼさないか。 
4 農用地等の保全又は利用上必要

な施設の機能に支障を及ぼすお

それがないこと。 

農道、用水路、排水路、ため池等の機能に支障が生じ

ないか。 

5 土地改良事業等の工事が完了し

た年度の翌年度から８年が経過

していること。 
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(2)開発許可 
 法第 34 条第 1 号では、公共公益施設として社会福祉施設、医療施設などが位置付けられてい

る。また、都市計画施行令第２１条第２６号ハにより、医療法第１条の５第１項の病院、同条第２

項の診療所、同法第２条第１項に規定する助産所も本号の公共公益施設とすることができる。 
 
【公共公益施設（都市計画法施行令 第 21 条第 26 号）】 
ハ 医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第一条の五第一項に規定する病院、同条第二項に規

定する診療所又は同法第二条第一項に規定する助産所の用に供する施設である建築物 

【医療施設の定義（医療法第 1 条 5）】 
第一条の五 この法律において、「病院」とは、医師又は歯科医師が、公衆又は特定多数人のた

め医業又は歯科医業を行う場所であって、二十人以上の患者を入院させるための施設を有するも

のをいう。病院は、傷病者が、科学的でかつ適正な診療を受けることができる便宜を与えること

を主たる目的として組織され、かつ、運営されるものでなければならない。 

 
 開発許可については、公共公益施設として許可を得ることになるが、引き続き県などと調整を図

る必要がある。 
 
 
(3)本村における農業振興地域整備計画の見直し 

本村の農振除外手続きは、基本的に 5 年に 1 回の農業振興地域整備計画の策定（総合見直し）時

のみ実施しており、以下に示すとおり、次回見直し時は令和 6 年度末である。この見直しスケジュ

ールのとおりに農振除外を進めた場合、第三段階の整備着手が遅れてしまう可能性がある。 
なお、他都市では、随時、農振除外の受付を行っている例（随時見直し）もあり、村においても

対応方法を検討する必要がある。 
さらに、見直しの時期について、本計画の進捗等にあわせ、前倒しでの対応が必要とも考えられ

ることから、令和３年度に第二段階整備区域地権者意向、地域の賛同、事業者の明確化等を図ると

共に、第三段階における農業振興地域整備計画見直しに向けた基礎調査を実施し、令和４年度で整

備計画案の策定及び県との事前調整・協議を進め、令和５年度には第二段階事業の実施に向けた手

続き等を行い、早ければ令和５年度下期、遅くとも令和６年度前期での整備着手を目指す事も検討

する。 
表 8-8 農業振興地域整備計画の見直しスケジュール 

 
  

前回見直し 次回見直し

項目

第三段階整備（医療・福祉・健康増進施設等）

造成及び施設の詳細設計

施設整備（工事）

開業・運営

地域との調整・土地の確保

事業者明確化、資金確保、事業計画策定

令和5年度
2023年 2024年

令和6年度 令和7年度
2025年～

令和2年度
2020年

令和3年度
2021年

令和4年度
2022年

事業実施

事業が後ろ倒しになってしまう恐れ
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沖縄県県土保全条例への対応 
 都市計画法の開発許可の対象外となる場合においても、3,000 ㎡以上の開発を行う場合、沖縄県

県土保全条例の開発許可を得る必要がある。 
 第一段階整備区域なども 3,000 ㎡以上を超える場合は、この県土保全条例の開発許可を得る必要

がある。なお、許可を得るために要する標準期間は 2 ヵ月間である。 
 

表 8-9 都市計画法と沖縄県県土保全条例の適用関係（出典：沖縄県 HP） 
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道路整備並びに対象地域における村道改修計画 

8-4-1道路整備についての考え方 

道路整備について、現在、村では今回の事業計画予定区域と県営公園区域の間にある村道を、県

営公園のメインゲートまで整備する計画である。 

この事業計画予定区域南側の村道を軸として、第一段階整備地区までは既存の道路を活用しなが

らアクセス道路の整備を推進する。 

また、第二段階整備地区と第三段階整備地区へのメインアクセスは、計画地南側に整備する村道

からとして、それぞれ整備区域内の通路という形式で地区内の道路を事業者が適宜配置する。 
第四段階整備地区の滞在型市民農園のエリアと優良田園住宅のエリアについても、メインアクセ

スは計画地南側の整備する村道からとするが、事業計画が具体化する時点でエリア内の道路配置計

画を検討し、事業者が適宜整備するものとする。 
また、中城公園入口から中村家方面の整備については、歩車共存道路やコミュニティー道路の考

えも取り入れた整備も検討していく。 
 
次頁以降に、村道の改修計画平面図を示す。 
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第9章 委員会・自治会役員・事業予定者などとの調整 
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委員会 

(1)委員会の名称 
本委員会は、本業務を推進するにあたり、業務遂行に最も適した対応方法として、厳正かつ適切な

視点をもって事業実施者選定、導入機能及び施設構成･配置計画、課題解消への検討等を図ることを

目的とした委員会として、平成 31 年度に実施された「農を活かした健康・福祉の里づくりに向け

た推進事業業務推進検討委員会」を再編して対応している。 
 
【委員会名称】 
農を活かした健康・福祉の里づくりに向けた推進事業 事業推進委員会 
 
(2)委員会のメンバー 
委員会メンバーを以下に示す。 

 種別 団体・企業等名称 出席者氏名 役職 
１ 有識者 NPO 法人ｶﾞｲｱ･ｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ 野中ともよ 代表 
２ 農業関係 農業委員会・農業者代表 安座間敏幸 農業委員会職務代理者 
３  沖縄県農業協同組合 宮城盛和 支店長 
４ 地域住民代表 北中城村行政区荻道自治会 平田保 自治会長 
５  北中城村行政区大城自治会 新垣正良 自治会長 
６  学校法人三育学院沖縄三育小学校 小原義信 校長 
７ 健康・福祉関係 北中城村社会福祉協議会 久高郁枝 社協事務局長 
８  アガペ会北中城若松病院 真名井敦 法人事務局部長 
９ 金融・経済関係 沖縄銀行 知念友恒 北中城支店長 
１０  沖縄振興開発金融公庫 池添昭二 地域振興班課長 
１１ 行政関係 北中城村役場農林水産課 楚南兼二 課長 

１２  北中城村役場建設課 瀬上恒星 課長 

１３ オブザーバー 沖縄県緑化種苗協同組合 
（中城公園指定管理者） 

田中幸一 専務理事 

１４ 第一段階整備実施事業者 株式会社 EM 研究機構 吉川太朗 研究部 

注１）委員会の事務局は受注者が行う。 
注２）委員会委員長は、野中ともよ代表。委員会副委員長は、楚南兼二氏。 
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(3)委員会の開催概要 
今年度の委員会において、検討を図った事項を以下に示す。 
 

第１回 
（９月） 

 委員会の進め方の確認 
 昨年度検討内容の振り返り 
 今年度の検討内容 
 事業者の募集・選定について 
 関係機関との協議結果報告 

第２回 
（１月） 

 地権者ヒアリング結果報告 
 第一段階整備区域現地調査結果報告 
 事業者確定のご報告 
 資金計画・事業計画についての報告 

第３回 
（２月） 

 第一段階事業計画内容報告・精査 
 造成やインフラ、規制等の課題と対応策について

取組方針を報告 
 住民説明会の結果・意向報告 
 第二・第三段階整備について 

 
(4)各回委員会の開催概要 
以下に、委員会の開催概要を示す。なお、委員会資料は別添参考資料に掲載する。 
 

表 9-1 第 1 回委員会開催概要 
第 1 回 開催日時 令和 2 年 9 月 1 日～11 日 

開催場所 新型コロナウイルス感染拡大防止のため、書面形式で実施 
参加者  NPO 法人ガイア・イニシアティブ 野中ともよ委員長 

 北中城村役場農林水産課 楚南兼二副委員長 
 農業委員会・農業者代表 安座間敏幸委員 
 沖縄県農業協同組合宮城 盛和委員 
 北中城村行政区荻道自治会 平田保委員 
 北中城村行政区大城自治会 新垣正良委員 
 学校法人三育学院沖縄三育小学校 小原義信委員 
 北中城村社会福祉協議会 久高郁枝委員 
 アガぺ会北中城若松病院 真名井敦委員 
 沖縄銀行 知念友恒委員 
 沖縄振興開発金融公庫 池添昭二委員 
 北中城村役場建設課 瀬上恒星委員 
 中城公園指定管理者 田中幸一オブザーバー 

参加者 
（事務局） 

― 
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表 9-2 第 2 回委員会開催概要 
第 2 回 開催日時 令和 3 年 1 月 13 日 

開催場所 新型コロナウイルス感染拡大防止のため、委員長・事務局梶原は WEB
参加 

参加者  NPO 法人ガイア・イニシアティブ 野中ともよ委員長 
 北中城村役場農林水産課 楚南兼二副委員長 
 農業委員会・農業者代表 安座間敏幸委員（欠席） 
 沖縄県農業協同組合宮城 盛和委員（欠席） 
 北中城村行政区荻道自治会 平田保委員 
 北中城村行政区大城自治会 新垣正良委員（欠席） 
 学校法人三育学院沖縄三育小学校 小原義信委員（欠席） 
 北中城村社会福祉協議会 久高郁枝委員 
 アガぺ会北中城若松病院 真名井敦委員 
 沖縄銀行知念 友恒委員 
 沖縄振興開発金融公庫 池添昭二委員 
 北中城村役場建設課 瀬上恒星委員 
 中城公園指定管理者 田中幸一オブザーバー 
 株式会社 EM 研究機構 吉川太朗オブザーバー 

参加者 
（事務局） 

農林水産課鹿島参事 
株式会社オリエンタルコンサルタンツ梶原、二宮、谷、外間 

 
表 9-3 第 3 回委員会開催概要 

第 3 回 開催日時 令和 3 年 2 月 15 日 
開催場所 新型コロナウイルス感染拡大防止のため、委員長・事務局梶原は WEB

参加 
参加者  NPO 法人ガイア・イニシアティブ 野中ともよ委員長 

 北中城村役場農林水産課 楚南兼二副委員長 
 農業委員会・農業者代表 安座間敏幸委員 
 沖縄県農業協同組合 宮城盛和委員 
 北中城村行政区荻道自治会 平田保委員 
 北中城村行政区大城自治会 新垣正良委員（欠席） 
 学校法人三育学院沖縄三育小学校 小原義信委員 
 北中城村社会福祉協議会 久高郁枝委員 
 アガぺ会北中城若松病院 真名井敦委員 
 沖縄銀行 知念友恒委員 
 沖縄振興開発金融公庫 玉城紘貴委員（代理出席） 
 北中城村役場建設課 瀬上恒星委員 
 中城公園指定管理者 田中幸一オブザーバー 
 株式会社 EM 研究機構 吉川太朗オブザーバー 

参加者 
（事務局） 

農林水産課鹿島参事 
株式会社オリエンタルコンサルタンツ梶原、二宮、谷、外間 
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事業予定者との意見交換 
事業予定者との意見交換については、第一段階整備事業者である株式会社 EM 研究機構に対し、

2 度の意見交換（第一回は村なども含めた合同会議）を実施した。また、事業候補者として、若松

病院とも意見交換を行った。以降に議事録を示す。 
 
■第一段階整備事業者 意見交換（第一回） 
議題 株式会社 EM 研究機構ヒアリング 
日時 令和 2 年 11 月 5 日(木)10:00～11:00 場所 北中城村役場別館一階 
参加者 株式会社 EM 研究機構吉川氏 

北中城村農林水産課鹿島参事城間主査 
株式会社アール・ピー・アイ奥野氏 
株式会社オリエンタルコンサルタンツ（受注者）梶原、二宮、谷 

内容 
1. 第一段階整備（地域再生推進法人申請・概算工事費・造成計画等）について 
 第一段階事業者の確定決議に関する報告書を 2 委員会委員長名で作成し村に送付する。そ

の書類をもって村長に報告し、承認いただき、正式に事業者が確定したのちに EM 研究機

構は地域再生推進法人としての申請を行う。 
 今年度中、早めに EM 研究機構の地域再生推進法人確定、土地の担保、補助金申請資料の

準備を行う。 
 第一段階整備区域の地形調査及び植生調査結果と、それを基に検討した概算工事費及び造

成計画図は後日 OC より EM 研究機構に成果をお送りする。 
 植生調査結果を基に、第一段階整備区域に現存する天然記念物及び絶滅危惧種、特定外来

生物等に対して具体的な対応策を検討・追記する。 
 事業計画については EM 研究機構に先行して作成いただく。 

2. 今後の委員会について 
 第 1 回再生可能資源活用委員会での委員意見は残り 2 委員の意見を取りまとめている途

中である。現状の 2 事業者の進捗状況を考慮し、第 2，3 回委員会の実施スケジュールを

見直す。 
 第 2 回健康福祉の里づくり委員会では EM 研究機構殿にはオブザーバーとして参加いた

だく。 
 第一段階事業計画については第 3 回健康福祉の里づくり委員会で報告する。 

3. 今後の予定について 
 第三段階整備事業者に対しての本事業における対応は新型コロナウイルス等の影響を考

慮し当初予定よりも後ろ倒しで検討する。 
 EM 研究機構社内での地域再生推進法人申請に関する決裁は下りている。来年度の事業着

手に向けて、11 月末～12 月上旬にかけて施設整備のメーカーを確定させることを想定し

ている。そのために OC は概算工事費の算出を速やかに行い、それを基に EM 研究機構

が総事業費の見積もりを行う。事業計画は 12 月中に作成する。 
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■第一段階整備事業者 意見交換（第二回） 
議題 株式会社 EM 研究機構ヒアリング 
日時 令和 3 年 1 月 29 日(金)14:00～15:00 場所 Web 会議 
参加者 EM研究機構：吉川氏 

オリエンタルコンサルタンツ（OC）：二宮、谷 
内容 

1. 第 3 回委員会に向けて 
 再生可能資源の委員会資料および事業計画を EM 研究機構より OC に提供いただく。OC

にて、健康福祉委員会に対して、事業計画の内容を報告する。 
 
2. バイオガス発電施設の臭気対策 
 バイオガス発電施設については、十分な対策を施し、臭気は漏らさない形で対応する予定

である。 
 具体的な対策として、搬入トラックの建屋への進入、袋ごと破砕機にかける装置の採用、

脱臭装置の設置などである。 
 
3. 第一段階整備区域の造成について 
 第一段階整備区域の造成については、安全性を確保しつつ、より費用を抑えた形に変更

する必要がある。 
 この部分については、OC にて検討し、EM 研究機構に成果を報告する。 
 コンテナ式の植物工場については、荷重が大きく、造成に影響する可能性がある。この点

についても考慮した上で、OC にて造成計画を検討する。 
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■事業候補者 意見交換（若松病院） 
議題 若松病院 意見交換 
日時 令和 3 年 1 月 18 日(月)11:30～12:00 場所 若松病院 
参加者 アガペ会若松病院：真名井氏 

オリエンタルコンサルタンツ（OC）：梶原 
内容 

1. 健康福祉の里づくりについて 
 北中城村として、健康福祉の里づくりに医療・福祉機関が関与してほしい意向であること

を OC より説明。 
 地域の医療・福祉機関である若松病院としては、ぜひとも協力したい意向である。 
 健康福祉の里づくりの地域においては、若松病院はリハビリ農園なども含めて、事業への

協力を検討している。 
 
2. 若松病院の老朽化について 
 現在の若松病院は老朽化が進んでおり、建替え・移転を検討しており、村にも相談したい。 
 移転については、なるべく早く進めることができればと考えている。 

 
3. その他 
 若松病院の移転・建て替えについては、ZEB 化なども検討していきたい。随時、OC よ

り提案を実施していく。 
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自治会役員との意見交換 
9-3-1自治会役員との意見交換の実施 

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、今年度の自治会役員との意見交換は書面形式で全

2 回実施した。以下にその概要を示す。 
 

表 9-4 第 1 回意見交換会（書面）概要 
実施日 令和 2 年 11 月 3 日～23 日 
対象 荻道・大城自治会役員 
目的 事業実施者や導入機能及び施設構成、事業内容、課題解消等へのご意見やご要望、

ご提案等をお伺いするために実施。 
 

表 9-5 第 2 回意見交換会（書面）概要 
実施日 令和 3 年 1 月 29 日～2 月 10 日 
対象 荻道・大城自治会役員 
目的 本事業コンセプト（北中城みらいづくり）や事業概要、第一段階整備概要、各種進

捗状況等についてのご意見やご要望、ご提案等をお伺いするために実施。 
 
9-3-2自治会役員意見 

第 1 回意見交換会では大城自治会より 1 名、第 2 回意見交換会では大城自治会より 2 名の役員よ

りご意見をいただいた。荻道自治会からは特にご意見はなく、本事業にご賛同いただいている。ま

た、大城自治会役員からの意見についても、反対意見はなく、基本的にはご賛同いただいている。 
次頁に各回でいただいたご意見とそれに対する回答を示す。 
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表 9-6 第 1 回意見交換会（書面）意見及び回答内容 
意見 事務局からの回答 

■地権者へのアンケート・ヒアリングについて 
三育小学校があり、近接している学校生徒に
迷惑がかからないよう、地権者とも話し合っ
てほしい 

承知いたしました。 

■第一段階整備内容・事業者選定について 
6 社の問い合わせの中１社だけの応募という
のはどうなのか、書類審査を厳格にしてほし
い 

事業者募集は 2 週間実施するとともに、事務局
内で審査基準を設けて選定しましたので、募集
手続き及び審査は適切に行われたものと考えて
おります。本事業は植物工場、園芸ハウス、コ
ンテナ式水耕栽培施設を整備するとともに、そ
れらに必要な電力、近接地に整備予定の医療・
福祉施設に非常時電源を供給するバイオガス発
電施設の整備までも行うため、これらの内容を
実施可能である事業者は少なかったものと思わ
れます。 

■第二段階～第六段階整備内容の再整理について 
使用済みの紙おむつの燃料化は人体に害がな
いか、公害、排気ガスを出さないか心配 

使用済み紙おむつの燃料化については現段階
ではアイデアとして挙げているのみであり、
実施が確定している取組ではございません。
今後実施することとなりましたら、ご意見い
ただきました人体及び周辺環境への影響につ
いて十分配慮したうえで事業を実施いたしま
す。 

■関係機関調整について 
グリーンツーリズムは県、農林水産部かと思
われるが、県関係課との調整に農林水産部が
記されていませんのでどうなのか？ 

グリーンツーリズムについては現時点では構
想を練っている段階であるため、詳細な検討
は行っていない状況です。今後ご意見いただ
きました県農林水産部も含め、関係する課に
ついて整理し、調整を図ってまいります。 

■その他 
沖縄型グリーンツーリズム、緑豊かな農漁
村、地域の自然や文化、都市と農村との交流
を楽しむ滞在型、ゆとりある休暇。本土から
の中学生、高校生の農村、農業体験、地域の
主婦を講師に沖縄料理体験 
沖縄の芸能（おどり、三味線）等あれば地域
近接とのつながり、発展があると思う 
この計画から見ると大変いいことばかりで心
うきうきします。大きな期待がもたれます。 
どうぞ北中城村に希望ある楽園ができること
を望みます。 

前向きなご意見を頂き、誠にありがとうござ
います。いただいたご意見を参考にさせてい
ただき、今後も本事業の実現に向けて、検討
を進めてまいります。 
引き続き、本事業へのご理解・ご協力のほ
ど、何卒よろしくお願いいたします。 
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表 9-7 第 2 回意見交換会（書面）意見及び回答内容 
意見 事務局からの回答 

■北中城みらいづくりと事業概要について 
体験型・観光農園、グリーンツーリ
ズム等は Z 農園、サンシャインファ
ームも実施しているので、EM 関係
の皆様なので推進事業に携わってい
ると聞いています。大事なことと思
います。現在北中城でも体験農業、
中高生徒滞在体験している方々もい
ますので話し合ってほしいです。 

貴重なご意見ありがとうございます。体験農園や滞在
型市民農園など、本事業での取組に関連する事業者へ
は積極的にご意見を伺っていきたいと考えておりま
す。 

スローガンの“何が起きても負けな
い農と、、”とあるが、勝ち負けの問
題ではないと思う。人材や人手不
足、超高齢化も含めると、このよう
なスローガンは現在の社会情勢や環
境を無視している感じがします。学
童、高齢者、障がい者が農業従事者
はありえないのですか？上記の方々
を支援する方々（真の働き手）はど
のように確保なさるのですか？ 

“何が起きても負けない”とは、本事業の取組を通じ
て村民の皆様が中心となって健康づくりに努め、賑わ
いのある地域社会と活力のある産業の持続と共に地域
の雇用を生み出しながら、エネルギーや食の地産地消
を進めることで、他地域に依存することなく、災害な
どの非常時にも耐えうる力を村として向上していくと
いうことを意味しております。 
 上記取組のなかで、高齢者、障がい者の皆様には福
祉農園やリハビリ農園での農業生産、学童の皆様には
学童農園やバイオマス施設での体験型環境教育を行う
ことで、次世代の担い手としての学びを得ることを検
討しています。その支援者としては、各段階整備事業
者、及び琉球大学との連携等を検討しております。 

■その他 
土地所有者の一部の方の話で、中城
公園に売買した時の価格より安いの
でちょっと考えなくてはという意見
を聞きました。 

貴重なご意見ありがとうございます。現在、地権者の
方に対しては事務局だけでなく村も交えてご意向を伺
っております。お教えいただいた点を踏まえ、今後も
慎重に調整を図ってまいります 

全体として夢としては素晴らしいと
思います。ただ、計画目標とすると
かなり無理があると思います。先は
できること、今、これらに関係する
セクターや各区域でどのような実
績、取組がなされているのか？まず
は本当にできること、地に足がつい
た活動を目指してほしいです。生ゴ
ミに関しても「第一段階整備の概
要」のなかで「生ゴミを資源として
エネルギーを創出する」とあります
が誰の「生ゴミ」のことですか？給
食センターのみ？介護施設？地域か
らの家庭生ゴミ？その内容や回収
は？カナダ、バンクーバー市では約
10 年ほど前から生ごみ回収が始まっ
ていると耳にします。でもそれは環
境保全（温暖化防止対策）の一環で
もあるとのことです。それなりの資
金（税金）が活用されるはずです。
この地域に住む若者たちや住民にと
り近未来に希望が持てるような政
策・取組であってほしいです。地域
が異なり置かれた環境も異なりま
す。比べるというよりも、北中城村
でできることをもう少し掘り下げる
必要があるのでは？ 
 

貴重なご意見をいただきありがとうございます。本
事業は 5 年程前から検討を行っており、確実な事業実
現ができるよう、これまで村、有識者、学校法人、民
間企業、医療機関、金融機関、その他関係機関の皆様
からご協力いただき、ご意見・ご指摘を頂きながら綿
密に調整を図っております。 
生ゴミに関しては、給食センター、商業施設、ホテ

ル等を想定しており、各機関と調整を図っておりま
す。また、本事業が整備された際は、医療・福祉・健
康増進施設や農家レストランから排出される生ゴミに
ついても回収を行う想定でおります。 
第一段階整備区域の整備内容に関しては、再生可能

エネルギー活用による環境保全・地球温暖化対策の他
にも、環境教育等にも役立てていけるよう、事業者の
ほうで事業計画を検討しております。本事業の資金に
関しては、国による各種補助金や交付金が得られやす
くなるよう、今回第一段階整備事業者である(株)EM
研究機構が地域再生推進法人に指定されましたよう
に、他の各段階整備事業者についても同様に指定を行
う想定であり、事業者の負担を最大限減らし、村から
の資金拠出は行わない形で検討を行っております。 
 本事業では、北中城村の自然豊かで温暖な環境と、
「長寿の村」という特性を活かして、「農を活かした
健康・福祉の里づくり」を推進し、農を中心として健
康・住環境・食・観光の充実を図ることで、持続的に
発展していく村づくりを目指すものです。おっしゃる
とおり、北中城村でできることを今後も引き続き検討
してまいります。 
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地区住民への説明会 
9-4-1住民説明の実施（オープンハウス） 

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、北中城村役場第二庁舎 1 階フロアにオープンハウ

スとして事業内容紹介・説明のための展示を行った。以下にその概要を示す。 
 

表 9-8 住民説明会（オープンハウス）概要 
日時・場所 2020 年 12 月 1 日～2021 年 1 月 15 日北中城村役場第二庁舎１F フロア 
実施概要 本事業内容を説明するポスター・動画を展示し、意見記入票・意見箱を設置。来

庁者に対して常時ポスター・動画で説明を行い、ご意見のある方には意見記入票

に記入していただく。展示終了後、ご意見を取りまとめて器具今後の検討の参考

とする。 

 
図 9-1 オープンハウスの様子 

 
9-4-2住民意見 

オープンハウスでいただいた住民意見を下記に示す。 
 住民意見 回答 

①  SDGs の考えに沿った素晴らしい地方創生

事業だと思う。取組をインターネットを通

じて国内外へ発信することについても検討

してほしい。 

インターネットでの取組の発信について

は、各段階整備実施事業者と連携して検討

します。 

②  村内に生きがい、働く場、居住地を発見し

てもらうことを最終目標としてほしい。 
承知いたしました。 

③  第六段階整備完了予定が R12 年とされてい

るが、R7 年度までに達成できるようにして

ほしい。 

関係機関や自治体、住民、事業者等との調

整等を着実に実施していくうえで、なるべ

く早期に事業実現ができるよう善処いたし

ます。 
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県中城城址公園・中城村との連携・取組み検討 
 県中城城址公園や中城村との連携を図るため、中城公園の指定管理者に対して、ヒアリングを実

施した。その内容について、以下に示す。 
 

議 題 
中城公園と健康・福祉の里づくりの連携について 

（中城公園 指定管理者ヒアリング） 

開催日時 令和 2 年 6 月 23 日(火) 16:00～17:00 開 催 場所 沖縄県緑化種苗協同組合 

参 加 者 
沖縄県緑化種苗協同組合 

 田中 専務理事 

オリエンタルコンサルタンツ 

高橋 二宮 

 

内     容 

１．中城公園の集客について 

 中城公園は、小さい子連れの客が多い状況。 

 土日は、駐車場も満車となる状況である。 

 最近は新型コロナの影響もあるが、以前は海外の客が多かった（観光客で台湾などからの客が多

い）。 

２．現状の取組み・施設について 

 ときどき、中城公園内で移動販売車での軽食販売（サンドイッチ、おにぎり等）を行っており、需要

はある。 

 宿泊はできないが、水洗い場、東屋などがあり、BBQ が行われている区画がある。 

 沖縄県でも、シャワー室などを整備する考えもある。 

３．中城公園の課題について 

 中城公園の入り口は、道が狭いことが課題であると認識している。 

 食事処やコンビニが近隣になく、軽食がとれる場所があればと思っている。これについては、県に

も要望を挙げている。なお、中城城址にも飲食店がなく、連携できればと考えている。 

 中城公園は、夕方や夜の需要がないことが課題である。ただし、宿泊施設が設置されると、管理

面での課題があると想定される。 

 公園内は木陰が少なく、休憩できるスペースがあると良い。 

 公園としての特色が薄いと感じており、もう少し季節感があっても良いと考えている。（例えば、季

節ごとの花を植えたりすることも考えられる） 

 指定管理者としては、北中城村、中城村と連携し、効果的な拠点となればと考えている。 

４．県の窓口について 

 中城公園に関する県の窓口は、県土木建築部都市公園課である。中城公園の担当はゴヤ氏。 

 設計に関しては、中部土木事務所が担当している。 

５．その他 

 中城公園では、公園利用者へのアンケートも実施している。 

 

以 上 
 

  



107 
 

役場庁内及び関係機関との調整と意見等の反映 
 事業を進捗する上で、関係する各課の意見を反映するため、ヒアリングを実施した。 
なお、対象とした庁内の各課は、以下のとおりである。次頁以降にヒアリング結果を示す。 
 
① 建設課 
② 上下水道課 
③ 住民生活課 
④ 農林水産課 
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第10章 整備イメージパースの作成 
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図 10-1 整備イメージ鳥瞰パース 





 

114 
 

 
図 10-2 施設の導入イメージ 

高齢者の生きがいづくり、
障がい者福祉の場として

活用します。

健診機能・リハビリ機能・
体力づくりなど中高年への
予防医療に取組みます。

お試し居住・定住促進とし
て滞在型市民農園・優良田

園住宅を展開します。

地域資源と連携した観光拠
点を創出します。

バイオマス活用、植物工場
で食の 循環と新たな産業展

開を目指し ます。

健康長寿や健康増進野菜の
提供、健康食の地域への配

食などを行います。

地域住民との交流機会を創出
します。

学童農園、観光農園等の展
開を行います。
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第11章 今後の課題 
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 本健康福祉の里づくり事業について、今後の課題を以下に整理する。 
 
(1)第一段階整備の動物調査 
 今年度の業務では、第一段階整備区域について、地形及び植生調査を実施しており、一部の希少

種などが確認されている。なお、動物調査については実施しておらず、準絶滅危惧種などが存在す

る可能性もある。 
 第一段階事業の実施前には、これらの課題について調査し、対応方法を検討する必要がある。 
 
(2)第一段階整備の詳細設計・事業着手 
 第一段階整備については、今年度事業予定者が決定し、これから事業の実施に向けて、進捗する

必要がある。地形調査を踏まえた造成計画を反映するとともに、事業者の事業実施計画を踏まえ

て、適切に詳細設計を行う必要がある。また、第一段階整備区域の一部は、農振農用地となってお

り、農地所有適格法人でないと農地を所有できない。この点についても、具体的に対応方法やスキ

ームを検討、整理する必要がある。 
 
(3)第二段階整備の具体化・地権者調整 
 第二段階整備については、今後、事業者や事業の実施内容について、具体的に検討する必要があ

る。また、第二段階整備区域は、2 名の地権者が保有しているが、まだ具体的な賃借等の調整が図

られていない。村が主体となり、より具体的な調整を早期に図る必要がある。 
 
(4)第三段階整備の法的制約への対応 
 第三段階整備の医療・福祉施設については、村内の医療機関である若松病院（アガペ会）が事業

への協力意向を示している。第三段階整備区域は、農振農用地であるため、農振除外などの対応を

図る必要があり、さらに村の農業振興地域整備計画は、5 年毎の見直しで農振除外の対応を行って

おり、随時見直しは実施していない。 
 農振除外の対応について、他都市の事例も踏まえながら、対応方法を具体的に検討し、県との調

整を進めるとともに、村における農業振興地域整備計画の随時見直しについても検討する必要があ

る。 
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